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「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」新旧対照表 

 

改 定 後 現   行 

ⅠⅠⅠⅠ    電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成    

    

第１第１第１第１    指針の必要性指針の必要性指針の必要性指針の必要性    

   現在、我が国においては、情報通信技術の活用により世界的規模で生じてい

る急激かつ広範な経済社会構造の変化に的確に対応することが喫緊の課題と

なっているところ、電気通信事業分野は、その経済社会活動の基盤的な役割を

担っているとともに、高度情報通信ネットワーク社会に向けて先導的な役割を

果たしていくことが期待されている。 

  このような電気通信事業分野の重要な役割も踏まえ、高度情報通信ネットワ

ーク社会形成基本法（平成１２年法律第１４４号。平成１３年１月６日施行。

いわゆる「ＩＴ基本法」）において、「広く国民が低廉な料金で利用することが

できる世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成を促進するため、事業

者間の公正な競争の促進その他の必要な措置が講じられなければならない。」

（第１７条）こととされているなど、電気通信事業分野における公正な競争を

促進していくことが、政府全体としての重要な政策課題の一つとなっている。 

   

我が国は、自由主義経済体制の下、事業者の公正かつ自由な競争に基づき、

市場メカニズムを通じて、事業者の創意工夫を発揮させ、経済の活力ある発展

を確保することを目指しており、規制緩和の推進に併せて、競争の一般的ルー

ルである独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号））により事業者の競争制限行為を排除していくことが基

本である。 

   他方、電気通信事業分野においては、 

① 不可欠性及び非代替性を有するため他の事業者がそれに依存せざるを得

ⅠⅠⅠⅠ    電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成電気通信事業分野における競争の促進に関する指針の必要性と構成    

    

第１第１第１第１    指針の必要性指針の必要性指針の必要性指針の必要性    

   現在、我が国においては、情報通信技術の活用により世界的規模で生じてい

る急激かつ広範な経済社会構造の変化に的確に対応することが喫緊の課題と

なっているところ、電気通信事業分野は、その経済社会活動の基盤的な役割を

担っているとともに、高度情報通信ネットワーク社会に向けて先導的な役割を

果たしていくことが期待されている。 

  このような電気通信事業分野の重要な役割も踏まえ、高度情報通信ネットワ

ーク社会形成基本法（平成１２年法律第１４４号。平成１３年１月６日施行。

いわゆる「ＩＴ基本法」。）において、「広く国民が低廉な料金で利用すること

ができる世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成を促進するため、事

業者間の公正な競争の促進その他の必要な措置が講じられなければならな

い。」（第１７条）こととされているなど、電気通信事業分野における公正な競

争を促進していくことが、政府全体としての重要な政策課題の一つとなってい

る。 

  我が国は、自由主義経済体制の下、事業者の公正かつ自由な競争に基づき、

市場メカニズムを通じて、事業者の創意工夫を発揮させ、経済の活力ある発展

を確保することを目指しており、規制緩和の推進にあわせて、競争の一般的ル

ールである独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号））により事業者の競争制限行為を排除していくことが

基本である。 

   他方、電気通信事業分野においては、 

① 不可欠性及び非代替性を有するため他の事業者がそれに依存せざるを得

別紙２ 



 

2 

改 定 後 現   行 

ないいわゆるボトルネック設備の設置、市場シェアの大きさ等に起因して市

場支配力を有する事業者が存在するために十分な競争が進みにくいこと、 

② いわゆるネットワーク産業であり、競争相手の事業者と接続することによ

り利用者の効用が大きく増加するとともに、逆に接続しなければ事業者はサ

ービスの提供が困難であるため、他事業者への依存を余儀なくされること、 

③ 市場の変化や技術革新の速度が大変速いことといった事情がある。 

  このような電気通信事業分野の特殊性を前提にすれば、電気通信事業分野に

おける公正な競争をより積極的に促進していくためには、規制緩和の推進と競

争の一般的ルールである独占禁止法による競争制限行為の排除に加えて、電気

通信事業法（昭和５９年法律第８６号）において、公共性・利用者利益の確保

の観点から必要な規制を課すとともに、公正競争促進のための措置を講じてい

くことが必要である。 

  このため、電気通信事業分野における競争を促進するためには、両法の果た

す役割を踏まえ、独占禁止法及び電気通信事業法を適正に運用していくことが

必要となる。 

  この「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」は、独占禁止法

を所管する公正取引委員会と電気通信事業法を所管する総務省が、それぞれの

所管範囲について責任を持ちつつ、作成したものである。本指針は、独占禁止

法と電気通信事業法の適用関係を巡る事業者の無用の混乱や負担を生じさせ

ないようにする観点からも有用であると考えられる。 

  公正取引委員会と総務省は、今後とも、電気通信事業分野における競争を一

層促進する観点から、相互に連携しつつ、積極的に取り組んでいくこととする。 

 

第２第２第２第２    指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方    

１１１１    構成構成構成構成    

   （略） 

ないいわゆるボトルネック設備の設置、市場シェアの大きさ等に起因して市

場支配力を有する事業者が存在するために十分な競争が進みにくいこと、 

② いわゆるネットワーク産業であり、競争相手の事業者と接続することによ

り利用者の効用が大きく増加するとともに、逆に接続しなければ事業者はサ

ービスの提供が困難であるため、他事業者への依存を余儀なくされること、 

③ 市場の変化や技術革新の速度が大変速いことといった事情がある。 

  このような電気通信事業分野の特殊性や同分野が独占から競争への過渡的

状況にあることを前提にすれば、電気通信事業分野における公正な競争をより

積極的に促進していくためには、規制緩和の推進と競争の一般的ルールである

独占禁止法による競争制限行為の排除に加えて、電気通信事業法（昭和５９年

法律第８６号）において、公共性・利用者利益の確保の観点から必要な規制を

課すとともに、公正競争促進のための措置を講じていくことが必要である。 

  このため、電気通信事業分野における競争を促進するためには、両法の果た

す役割を踏まえ、独占禁止法及び電気通信事業法を適正に運用していくことが

必要となる。 

  この「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」は、独占禁止法

を所管する公正取引委員会と電気通信事業法を所管する総務省が、それぞれの

所管範囲について責任を持ちつつ、作成したものである。本指針は、独占禁止

法と電気通信事業法の適用関係をめぐる事業者の無用の混乱や負担を生じさ

せないようにする観点からも有用であると考えられる。 

  公正取引委員会と総務省は、今後とも、電気通信事業分野における競争を一

層促進する観点から、相互に連携しつつ、積極的に取り組んでいくこととする。 

 

第２第２第２第２    指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方指針の構成と基本的考え方    

１１１１    構成構成構成構成    

   （略） 
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改 定 後 現   行 

 

２２２２    独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方    

(1)～(2) （略） 

(3) 公正取引委員会は、このような認識の下、次章において、関係する事業者等

から示された競争上の懸念や独占禁止法上問題とされた事例なども踏まえた

上で、主に電気通信役務（注２）を中心に、競争事業者（注３）の新規参入を

阻止し、又はその事業活動を困難にさせるおそれがあるなど、電気通信事業分

野における競争に悪影響を与える行為について、具体的に想定される事業者の

行為に即した形で、独占禁止法の適用に関する考え方を明らかにしている（注

４）。 

（注２）電気通信役務とは、電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その

他電気通信設備を他人の通信の用に供することをいう（電気通信事業法

第２条第３号）。 

（注３）競争事業者とは、自己若しくは自己の関係事業者の提供する電気通信

役務と競合する電気通信役務を現に提供し、又は提供しようとする他の

事業者を指す。電気通信役務には、電気通信設備を自ら保有して提供す

る形態のほか、他の電気通信事業者の保有する電気通信設備を用いて提

供する形態があるが、競合する電気通信役務に当たるか否かについて

は、提供形態のいかんを問わず、その実態に即して、判断される。また、

競合する電気通信役務を提供しようとする事業者は、現に電気通信事業

の登録を受けていない場合や電気通信事業の届出を行っていない場合

であっても、競争事業者に含まれる。 

なお、自己の関係事業者とは、自己との資本関係等を通じて一方が他

方の経営方針等の決定を支配している又はそれに対して重要な影響を

与えている事業者をいい、例えば、自己の子会社、自己を子会社とする

親会社、当該親会社の子会社などをいう。 

 

２２２２    独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方独占禁止法の適用に当たっての基本的考え方    

(1)～(2) （略） 

 (3) 公正取引委員会は、このような認識の下、次章において、関係する事業者か     

ら示された競争上の懸念や独占禁止法上問題とされた事例なども踏まえた上

で、主に電気通信役務（注２）を中心に電気通信事業分野における競争に悪影

響を与える行為について、具体的に想定される事業者の行為に即した形で、独

占禁止法の適用に関する考え方を明らかにしている。 

 

 

（注２）電気通信役務とは、電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その

他電気通信設備を他人の通信の用に供することをいう（電気通信事業法

第２条第３号）。独占禁止法の適用に当たっては、市場における競争に及

ぼす影響の程度が判断される。市場は、例えば、地域通信サービス市場、

長距離通信サービス市場、国際通信サービス市場、衛星通信サービス市

場、移動体通信サービス市場、データ通信サービス市場等が考えられる

が、その実態に即して、画定される。 

 

 

 

 

 

（現行Ⅱ第１－１(2)（注５）） 
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改 定 後 現   行 

（注４）独占禁止法の適用に当たっては、事業者の行為が市場における競争に

及ぼす影響の程度が判断される。電気通信事業分野においては、例えば、

固定通信では、加入電話、ＩＰ電話、ＦＴＴＨサービス、ＤＳＬサービ

ス、ＣＡＴＶ設備を用いた電気通信サービス（以下「ＣＡＴＶサービス」

という。）等、移動体通信では、携帯電話サービス、ＰＨＳサービス、Ｂ

ＷＡサービス等のサービスがあるが、市場は、基本的には、需要者にと

っての代替性という観点から画定され、必ずしもサービスごとに画定さ

れるものではなく、その実態に即して、画定される。 

 

(4) 独占禁止法は、全ての事業者をその適用対象とするものであるが、同一の行

為が行われる場合であっても、新たに参入する電気通信事業者によって行われ

た場合には競争に与える影響は一般に軽微である一方、市場において相対的に

高いシェア（注５）を有する電気通信事業者又はボトルネック設備を有する電

気通信事業者若しくは電波の割当てを受けた電気通信事業者によって行われ

た場合には競争に与える影響は大きい（注６）（注７）。 

本指針Ⅱに記述している行為（「想定例」（注８）を含む。）が具体的に行わ

れた場合であっても、直ちに独占禁止法上問題となるわけではなく、当該行為

を行った事業者（外国事業者を含む。以下同じ。）が独占禁止法の規定に違反

することとなるか否かについては、同法の規定に照らして、当該行為が競争に

与える影響を勘案し、個別の事案ごとに判断されることとなる。 

（注５）ここでいうシェアは、加入者数のほか、保有する回線等の設備の数に

基づき算定される場合がある。また、加入者数に基づくシェアの算定に

当たっては、基本的には、電気通信設備を自ら保有して電気通信役務を

提供する電気通信事業者だけでなく、他の電気通信事業者の保有する電

気通信設備を用いて電気通信役務を提供する電気通信事業者も、一の事

業者として扱われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行（注３）） 

 

 

 

 

 

 本指針Ⅱに記述している行為が具体的に行われた場合、当該行為を行った事

業者（外国事業者を含む。以下同じ。）が独占禁止法の規定に違反することと

なるか否かについては、同法の規定に照らして、当該行為が競争に与える影響

を勘案し、個別の事案ごとに判断されることとなる（注３）。 

（注３）独占禁止法は、競争に悪影響を与える事業者の行為を問題とするもの

であり、すべての事業者をその適用対象とするものであるが、同一の行

為が行われる場合であっても、行為主体によって競争に与える影響が異

なることがあり得る。例えば、新たに事業分野に参入する電気通信事業

者によって行われた場合には競争に与える影響は一般に軽微であり、ま

た市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者によって

行われた場合には競争に与える影響は一般に大きい。 
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改 定 後 現   行 

（注６）電気通信事業分野においては、ボトルネック設備を有する電気通信事

業者や電波の割当てを受けた電気通信事業者が、市場において相対的に

高いシェアを有する傾向がみられる。 

（注７）市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者がその地位

を利用して他の商品・サービスについて影響力を行使したり当該市場で

得た利益を他の商品・サービスに利用したりする場合も、一般に競争に

与える影響は大きい。 

（注８）「想定例」は、あくまでも問題となり得る仮定の行為を例示したもので

ある。 

 

(5) 独占禁止法上問題となる行為としては、具体的に想定される主要な行為を取

り上げているが、このほか事業者による株式の保有、合併又は事業譲受け等の

企業結合についても、独占禁止法の適用の対象となる（「企業結合審査に関す

る独占禁止法の運用指針」（平成１６年５月３１日公正取引委員会）参照）。ま

た、本指針に記載されていない行為であっても、独占禁止法の規定に違反する

場合には、同法の規定に基づき、排除措置命令等の対象となる。 

  また、公正取引委員会においては、今後の電気通信事業分野における競争環

境の変化に対応しつつ、本指針の運用事例を積み重ねていくとともに、その蓄

積を反映させる形で本指針を適宜機動的に見直すこととする。 

 

３３３３    電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方    

(1) 電気通信事業法においては、従来から、接続制度など電気通信事業分野に

おける公正な競争環境の整備を図るための各種制度が整備されてきたところ

であり、平成１３年以降も、以下のような制度整備がされている。 

 ① 電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成１３年法律第６２号）に

おいて、市場支配的な電気通信事業者（注９）をあらかじめ特定して一定

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

(4) 独占禁止法上問題となる行為としては、具体的に想定される行為を取り上げ

ているが、このほか事業者による株式の保有、合併又は事業譲受け等の企業結

合についても、独占禁止法の適用の対象となる（「企業結合審査に関する独占

禁止法の運用指針」（平成１６年５月３１日公正取引委員会）参照。）。また、本

指針に記載されていない行為であっても、独占禁止法の規定に違反する場合に

は、同法の規定に基づき、排除措置の対象となる。 

  また、公正取引委員会においては、今後の電気通信事業分野における競争環

境の変化に対応しつつ、本指針の運用事例を積み重ねていくとともに、その蓄

積を反映させる形で本指針を適宜機動的に見直すこととする。 

 

３３３３    電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方電気通信事業法の適用に当たっての基本的考え方    

(1) 電気通信事業法においては、従来から、接続制度など電気通信事業分野に

おける公正な競争環境の整備を図るための各種制度が整備されてきている。 

 

平成１３年には、電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成１３年法

律第６２号）において、市場支配的な電気通信事業者（注４）をあらかじめ



 

6 

改 定 後 現   行 

の行為規制を通常の電気通信事業者とは非対称的に課すこととする非対称

規制制度を導入するなど、一層の公正競争促進のための措置を講じてい

る。本制度の導入により、市場支配的な電気通信事業者に対しては、反競

争的行為の禁止行為をあらかじめ類型化することにより、これらの行為の

効果的な未然防止及び迅速な排除が可能となるとともに、それ以外の電気

通信事業者（非支配的事業者）については、契約約款、電気通信設備の接

続・共用及び卸電気通信役務（電気通信事業者の電気通信事業の用に供す

る電気通信役務をいう。以下同じ。）に関する規制緩和を行い、より柔軟

な事業展開を可能としている。 

② 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正

する法律（平成１５年法律第１２５号）において、電気通信事業における

ネットワーク構造や市場構造の変化に柔軟に対応するとともに電気通信事

業者の多様な事業展開を促すため、第一種電気通信事業及び第二種電気通

信事業の区分を廃止するとともに、第一種電気通信事業の許可制を廃止し

て登録制又は届出制へと改め、電気通信役務に係る料金及び契約約款の届

出義務を原則として廃止する等の措置を講じている。 

③ 放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第１３６号）におい

て、電気通信事業者の事業の運営が適正かつ合理的でないため、電気通信

の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生じるおそれがあると認める

ときを、業務改善命令（業務の方法の改善その他の措置をとるべき旨の命

令をいう。以下同じ。）の発動要件とすることとしている。 

④ 放送法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６５号）において、

電気通信事業法第３４条第２項に規定する第二種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者に対する非対称規制として、第二種指定電気通信設備

に関する接続会計の整理・公表を義務付ける等の措置を講じている。 

⑤ 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正

特定して一定の行為規制を通常の電気通信事業者とは非対称的に課すことと

する非対称規制制度を導入するなど、一層の公正競争促進のための措置を講

じている。本制度の導入により、市場支配的な電気通信事業者に対しては、

反競争的行為の禁止行為をあらかじめ類型化することにより、これらの行為

の効果的な未然防止及び迅速な排除が可能となるとともに、それ以外の電気

通信事業者（非支配的事業者）については、契約約款、電気通信設備の接

続・共用及び卸電気通信役務（電気通信事業者の電気通信事業の用に供する

電気通信役務をいう。以下同じ。）に関する規制緩和を行い、より柔軟な事

業展開を可能としている。 

また、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を

改正する法律（平成１５年法律第１２５号）において、電気通信事業におけ

るネットワーク構造や市場構造の変化に柔軟に対応するとともに電気通信事

業者の多様な事業展開を促すため、第一種電気通信事業及び第二種電気通信

事業の区分を廃止するとともに、第一種電気通信事業の許可制を廃止して登

録制又は届出制へと改め、電気通信役務に係る料金及び契約約款の届出義務

を原則として廃止する等の措置を講じたところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部
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する法律（平成２３年法律第５８号）において、電気通信事業法第３３条

第２項に規定する第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対

する反競争的行為の防止に係る規制の実効性を確保するための非対称規制

として、当該電気通信事業者に対し、業務を委託する子会社等が上述した

禁止行為を行わないよう必要かつ適切な監督を行う義務を課すとともに、

設備部門（注１０）の設置その他の接続の業務に関して知り得た情報の適

正な管理及び当該接続の業務の実施状況を適正に管理するための体制の整

備等を講ずべき義務を課す措置を講じている。 

⑥ 電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２６号）に

おいて、電気通信事業の公正な競争を促進するため、第一種指定電気通信

設備又は第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が特定の者と

合併した場合等における電気通信事業の登録の更新の義務付け、移動通信

市場の市場支配的な電気通信事業者に対する反競争的行為の禁止の緩和、

第二種指定電気通信設備との接続に関するアンバンドル（ネットワーク機

能の細分化）した形での接続の義務付け、第一種指定電気通信設備又は第

二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務に関する届出の義務付け等

の措置を講じている。 

これらを通じて、今後、電気通信市場における公正な競争環境が整備さ

れ、電気通信事業者による公正な競争を通じた一層の料金の低廉化、サービ

スの高度化・多様化が期待される。 

（注９）（略） 

（注１０）（略） 

 

(2) 総務省は、次章以降において、電気通信事業法による公正競争条件の確保

方策が円滑に活用されるよう、同法において市場支配的な電気通信事業者等

に対する非対称規制の対象となる行為や、業務改善命令、契約約款変更命令

を改正する法律（平成２３年法律第５８号）において、電気通信事業法第３

３条第２項に規定する第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に

対する反競争的行為の防止に係る規制の実効性を確保するための非対称規制

として、当該電気通信事業者に対し、業務を委託する子会社等が上述した禁

止行為を行わないよう必要かつ適切な監督を行う義務を課すとともに、設備

部門（注５）の設置その他の接続の業務に関して知り得た情報の適正な管理

及び当該接続の業務の実施状況を適正に管理するための体制の整備等を講ず

べき義務を課すこととしたところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを通じて、今後、電気通信市場における公正な競争環境が整備さ

れ、電気通信事業者による公正な競争を通じた一層の料金の低廉化、サービ

スの高度化・多様化が期待される。 

（注４）（略） 

（注５）（略） 

 

(2) 総務省は、次章以降において、電気通信事業法による公正競争条件の確保

方策が円滑に活用されるよう、同法において市場支配的な電気通信事業者等

に対する非対称規制の対象となる行為や、業務改善命令（業務の方法の改善
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等の各種命令等の対象となり得る行為を類型化して例示することにより、同

法の運用の一層の透明化を図り、電気通信事業者が最大限の経営自主性を発

揮できる環境を整備しようとするものである。 

 

また、卸電気通信役務については、平成２７年２月、東日本電信電話株式

会社及び西日本電信電話株式会社における光回線の卸売サービスの提供の開

始に際して策定・公表した「ＮＴＴ東西のＦＴＴＨアクセスサービス等の卸

電気通信役務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン」において

も、電気通信事業法上問題となり得る行為を整理・類型化して例示している

ところであり、本指針と併せて適用することとしている。 

 

(3) （略） 

 

    

ⅡⅡⅡⅡ    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

    

第１第１第１第１    電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 固定系の電気通信設備には、電気通信役務を提供するに当たり必要不可欠で

あるものの、投資等を行うことにより同種の設備を新たに構築することが現実

的に困難と認められるボトルネック設備がある。 

また、移動系の電気通信設備は、投資等を行うことにより同種の設備を新た

に構築することが現実的に困難なものと一概に認められるものではないもの

の、同種の設備を保有していたとしても、移動体通信サービスを行う際には市

場において相対的に高いシェアを有する移動体通信サービス事業者と相互に

接続しなければサービスの提供が困難と認められる場合がある。加えて、電波

その他の措置をとるべき旨の命令をいう。以下同じ。）、契約約款変更命令

等の各種命令等の対象となり得る行為を類型化して例示することにより、同

法の運用の一層の透明化を図り、電気通信事業者が最大限の経営自主性を発

揮できる環境を整備しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

    

    

ⅡⅡⅡⅡ    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

    

第１第１第１第１    電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野電気通信設備の接続及び共用に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 電気通信役務を提供するに当たっては必要不可欠であるが、投資等を行うこ

とにより同種の設備を新たに構築することが現実的に困難と認められる設備

（以下｢不可欠設備｣という。）（注１）がある。このような場合において、電気

通信事業者にとっては当該設備への接続（注２）が行えなかったり、接続の手

続が遅延したりすれば、新規参入や新規事業展開が困難となる。また、当該設

備のうち必要となる機能等だけに限定した接続ができない場合には、更なるコ

スト負担を強いられることとなる。さらに、当該設備への接続が一部の電気通

信事業者にしか行われない場合には、電気通信事業者間の公正な競争条件を確
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の割当て枠に限りがあることから、移動体通信事業には自ら設備を構築し電波

の割当てを受けて参入することが行われにくいという現状があり、電波の割当

てを受けていない事業者は、サービスの提供に当たり、電波の割当てを受けた

事業者が保有する設備への接続が必要となる場合がある。 

このため、固定通信においても移動体通信においても、電気通信事業者にと

っては、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が保有する

特定の電気通信設備（以下「特定設備」という。）（注１）との接続（注２）が

行えなかったり、接続の手続が遅延したりすれば、新規参入や新規事業展開が

困難となる場合がある。また、特定設備のうち必要となる機能等だけに限定し

た接続ができない場合には、更なるコスト負担を強いられることとなる。さら

に、特定設備への接続が一部の電気通信事業者にしか行われない場合には、電

気通信事業者間の公正な競争条件を確保できないこととなる。 

（注１）固定系の電気通信設備については、市場において相対的に高いシェア

を有する電気通信事業者が保有する加入者回線網がこれに当たる。ここ

にいう加入者回線網とは、加入者から最も近い交換機や収容ルータ（以

下「端末系交換等設備」という。）、加入者と端末系交換等設備を連結す

る電気通信回線（以下「端末回線」という。）、端末系交換等設備からの

電気通信回線を集線する交換機や中継ルータ（以下「中継系交換等設備」

という。）、端末系交換等設備と中継系交換等設備の間を連結する電気通

信回線等から構成されるネットワークをいう。また、移動系の電気通信

設備については、例えば、市場において相対的に高いシェアを有する電

気通信事業者が保有する、加入者の端末設備との間で電波の送受信を行

う無線局の無線設備（以下「端末系無線基地局」という。）、端末系無線

基地局から最も近い交換機（以下「端末系交換設備」という。）、端末系

交換設備からの電気通信回線を集線する交換機、これらの間を連結する

電気通信回線等から構成されるネットワークがこれに当たる。 

保できないこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）例えば、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が

保有する固定系の加入者回線網がこれに当たる。ここにいう加入者回線

網とは、加入者から最も近い交換機（以下「端末系交換等設備」という。）、

加入者と端末系交換等設備を連結する電気通信回線（以下「端末回線」

という。）、端末系交換等設備からの電気通信回線を集線する交換機（以

下「中継系交換等設備」という。）、端末系交換等設備と中継系交換等設

備の間を連結する電気通信回線等から構成されるネットワークをいう。

また、ここでいう電気通信回線には、メタル回線のほか、光ファイバ回

線等を含むものとする。 
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なお、これらのネットワークにおける電気通信回線には、メタル回線

のほか、光ファイバ回線等も含まれる。 

（注２）接続には、その機能を細分化し、接続する者にとって必要なもの（例

えば、通信を伝送する機能、通信の交換を行う機能等）のみを利用させ

る形態を含むものとする。また、接続に係る行為のほかに、設備の共用

に係る行為があるが、共用に係る行為についても接続に係る行為の考え

方が準用される。 

 

(2) このような状況の下、固定通信においても移動体通信においても、例えば、

特定設備を保有し、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者

が、競争事業者に対し、特定設備との接続や特定設備との接続に際してのコロ

ケーション（注３）の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施に

ついて自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすることは、競争事

業者の新規参入を阻害し、円滑な事業活動を困難にさせるものであり、これに

より市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独

占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的に制

限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為により、公正な

競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法

第１９条の規定に違反することとなる（注４）。 

（削除 ※(1)に統合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注２）加入者回線網への接続に係る行為のほかに、加入者回線網の共用に係

る行為があるが、これらについては接続に係る行為の考え方が準用され

る。 

 

 

 

(2) このような状況の下、例えば、不可欠設備を有する電気通信事業者が、他の

電気通信事業者に対し、その保有する加入者回線網の接続（注３）やコロケー

ション（注４）の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施につい

て自己又は自己の関係事業者（注５）に比べて不利な取扱いをすることは、他

の電気通信事業者等の新規参入を阻害し、円滑な事業活動を困難にさせるもの

（注６）であり、これにより市場における競争が実質的に制限される場合には、

私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場にお

ける競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のよう

な行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法

に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注７）。 

 

   また、移動体通信サービス事業者の保有する電気通信設備については、投資

等を行うことにより同種の設備を新たに構築することが現実的に困難なもの

と一概に認められるものではない。しかしながら、移動体通信サービスを行う

際には市場において相対的に高いシェアを有する移動体通信サービス事業者

との接続が不可欠と認められる場合があること、電波の割当て枠に限りがある

ことから同サービス市場への参入が行われにくいという現状等を踏まえると、

市場において相対的に高いシェアを有する移動体通信サービス事業者が、他の
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（（注２）に移動） 

 

 

（注３）コロケーションとは、接続する者に対して、接続を行うために必要な

装置を設置するために必要不可欠となる局舎スペース等を提供するこ

とをいう。 

（Ⅰ第２－２(3)（注３）に移動） 

 

 

 

（削除） 

 

 

（注４）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ－第２－２（４）

を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要    

(1)(1)(1)(1)    電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度    

（略） 

 

アアアア    電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等    

電気通信事業者は、その電気通信回線設備について、電気通信役務の円滑

な提供に支障が生じるおそれがあるとき等一定の場合（注５）を除き、他の

電気通信事業者からの接続請求に応じる義務がある（電気通信事業法第３２

電気通信事業者との接続を拒否等することは、上記と同様に独占禁止法上問題

となる。 

（注３）加入者回線網の接続には、その機能を細分化し、接続を受ける者にと

って必要なもの（例えば、通信を伝送する機能、通信の交換を行う機能

等）のみを利用させる形態を含むものとする。 

（注４）コロケーションとは、加入者回線網の接続を受ける者に対して、接続

を行うために必要な装置を設置するために必要不可欠となる局舎スペ

ース等を提供することをいう。 

（注５）自己の関係事業者とは、自己との資本関係等を通じて一方が他方の経

営方針等の決定を支配しているか又はそれに対して重要な影響を与え

ている事業者をいい、例えば、自己の子会社、自己を子会社とする親会

社、当該親会社の子会社などをいう。 

（注６）不可欠設備を有する電気通信事業者が、接続の拒否行為等を行うこと

により、他の電気通信事業者による新たな電気通信役務の提供を困難に

させることも含む。 

（注７）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要電気通信事業法における接続制度等の趣旨と概要    

(1)(1)(1)(1)    電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度電気通信設備の接続制度    

（略） 

 

アアアア    電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等電気通信事業者の接続義務等    

電気通信事業者は、その電気通信回線設備について、電気通信役務の円滑

な提供に支障が生じるおそれがあるとき等一定の場合（注８）を除き、他の

電気通信事業者からの接続請求に応じる義務がある（電気通信事業法第３２
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条）。 

（注５）（略） 

 

イイイイ    指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度    

不可欠性・独占性を有する、あるいは相対的に多数の加入者を収容してい

ること等から、公正な競争及び利用者利益の確保の観点から特別の接続規制

が必要な電気通信設備については、電気通信事業法に基づき、総務大臣が指

定を行う。総務大臣が指定を行う電気通信設備には、第一種指定電気通信設

備と第二種指定電気通信設備がある。 

まず、第一種指定電気通信設備とは、固定系端末回線を相当な規模で有す

る地域ネットワーク設備であり、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠で

独占性を有しているため、公平かつ透明で円滑・迅速な接続を確保する観点

から、これを設置する電気通信事業者は、接続約款の作成・認可・公表、ア

ンバンドルした形での接続、接続会計の整理・公表、特定の機能に関する接

続料についてのＬＲＩＣ（長期増分費用）方式による算定等が義務付けられ

ている。 

次に、第二種指定電気通信設備とは、移動体通信用設備のうち相対的に多

数の加入者を収容しているものであり、移動体通信市場が電波の有限性のた

めに参入者が限られる寡占的市場であるため、公平かつ透明で円滑・迅速な

接続を確保する観点から、それを設置する電気通信事業者は、接続約款の作

成・届出・公表、アンバンドルした形での接続、接続会計の整理・公表等が

義務付けられている。 

 

ウウウウ    接続の協定接続の協定接続の協定接続の協定    

（略） 

 

条）。 

（注８）（略） 

 

イイイイ    指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度指定電気通信設備制度    

不可欠性・独占性を有する、あるいは相対的に多数の加入者を収容してい

ること等から、公正な競争及び利用者利益の確保の観点から特別の接続規制

が必要な電気通信設備については、電気通信事業法に基づき、総務大臣が指

定を行う。総務大臣が指定を行う電気通信設備には、第一種指定電気通信設

備と第二種指定電気通信設備がある。 

まず、第一種指定電気通信設備とは、固定系端末回線を相当な規模で有す

る地域ネットワーク設備であり、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠で

独占性を有しているため、公平かつ透明で円滑・迅速な接続を確保する観点

から、これを設置する電気通信事業者は、接続約款の作成・認可・公表、ア

ンバンドル（ネットワーク機能の細分化）した形での接続、接続会計の整理・

公表、特定の機能に関する接続料についてのＬＲＩＣ（長期増分費用）方式

による算定等が義務付けられている。 

次に、第二種指定電気通信設備とは、移動体通信用設備のうち相対的に多

数の加入者を収容しているものであり、移動体通信市場が電波の有限性のた

めに参入者が限られる寡占的市場であることから、それを設置する電気通信

事業者は、接続約款の作成・届出・公表等が義務付けられている。 

 

 

 

ウウウウ    接続の協定接続の協定接続の協定接続の協定    

（略） 
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(2)(2)(2)(2)    電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度    

（略） 

 

(3)(3)(3)(3)    接続等に関する命令接続等に関する命令接続等に関する命令接続等に関する命令    

（略） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

(1) (1) (1) (1) 独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

アアアア    特定特定特定特定設備設備設備設備との接続に係る行為との接続に係る行為との接続に係る行為との接続に係る行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者に対して、特定設備との接続を拒否すること、又は接続に関

連する費用（注６）を高く設定し、接続に当たって必要となる情報（注７）

を十分に開示せず、若しくは接続手続（注８）を遅延させるなど実質的に

接続を拒否していると認められる行為を行うことにより、競争事業者の電

気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせる

こと（私的独占、取引拒絶等）（注９）。 

（注６）接続に関連する費用には、網改造料、工事費、手続費、端末接続

試験費、接続に際し提供されるＳＩＭカードや設備の費用等を含

む。 

（注７）接続に当たって必要となる情報は、特定設備の設置場所、その空

き状況（現状において接続不能であっても接続可能となる時期が明

らかな場合はその時期を含む。）等の接続を行う前提として必要と

なる情報を含む。 

（注８）（略） 

（注９）（略） 

(2)(2)(2)(2)    電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度電気通信設備の共用制度    

（略） 

 

(3)(3)(3)(3)    接続等に関する命令接続等に関する命令接続等に関する命令接続等に関する命令    

（略） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

(1) (1) (1) (1) 独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

アアアア    加入者回線網加入者回線網加入者回線網加入者回線網との接続に係る行為との接続に係る行為との接続に係る行為との接続に係る行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 自己若しくは自己の関係事業者の提供する電気通信役務と競合する電

気通信役務を現に提供し、又は提供しようとする他の電気通信事業者（以

下「競争事業者」という。）に対して、その保有する加入者回線網との接

続を拒否すること、又は接続に関連する費用を高く設定し、接続に当た

って必要となる情報（注９）を十分に開示せず、若しくは接続手続（注１

０）を遅延させるなど実質的に接続を拒否していると認められる行為を

行うことにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注１１）。 

 

（注９）接続に当たって必要となる情報は、加入者回線網の設置場所、そ

の空き状況（現状において接続不能であっても接続可能となる時期

が明らかな場合はその時期を含む。）等の接続を行う前提として必

要となる情報を含む。 

（注１０）（略） 

（注１１）（略） 
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＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、ＦＴＴＨサービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、光ファイバ等の特定設備への接続の請求を受けた場合に、当該競

争事業者に対して、光ファイバの空き状況等の情報を十分に開示せ

ず、又は接続の請求を受けてから接続の可否を回答するまでの期間を

引き延ばすことなどにより、実質的に接続を拒否すること。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、携帯電話サービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、特定設備への接続の請求を受けた場合に、当該競争事業者に対し

て、接続に関連する費用を高く設定し、又は接続の請求を受けてから

接続の可否を回答するまでの期間を引き延ばすことなどにより、実質

的に接続を拒否すること。 

 

② 競争事業者に対して接続を行う場合に、接続に関連する費用、接続に当

たって必要な情報の開示の程度、接続手続の期間、優先接続（マイライン）

等における登録作業等について、競争事業者に対し、自己又は自己の関係

事業者に比べて不利な取扱いをすることにより、競争事業者の電気通信役

務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私

的独占、差別取扱い等）。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、ＦＴＴＨサービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、光ファイバ等の特定設備への接続の請求を受けた場合に、光ファ

イバの空き情報等の情報の開示、又は接続の請求を受けてから接続の

可否を回答するまでの期間について、当該競争事業者に対し、自己の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 競争事業者に対して接続を行う場合に、接続に関連する費用、接続に当

たって必要な情報の開示の程度、接続手続の期間、優先接続（マイライン）

等における登録作業等について、競争事業者を自己又は自己の関係事業者

に比べて不利にさせるような取扱いをすることにより、競争事業者の電気

通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせるこ

と（私的独占、差別取扱い等）。 
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営業部門や自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすること。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、携帯電話サービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、特定設備への接続の請求を受けた場合に、接続に関連する費用や

接続の請求を受けてから接続の可否を回答するまでの期間について、

当該競争事業者に対し、自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをす

ること。 

 

イイイイ    コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が特定設備と

の接続に際して行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者に対して、コロケーションを拒否すること、又はコロケーシ

ョンに関連する費用を高く設定し、コロケーションに当たって必要とな

る情報（注１０）を十分に開示せず、若しくはコロケーション手続（注１

１）を遅延させるなど実質的にコロケーションを拒否していると認めら

れる行為を行うことにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参

入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取引拒絶

等）（注１２）。 

（注１０）（略） 

（注１１）（略） 

（注１２）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、ＦＴＴＨサービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、自己の光ファイバ等の特定設備との接続に当たり必要なコロケー

ションの請求を受けた場合に、当該競争事業者に対して、局舎の空き

 

 

 

 

 

 

 

    

イイイイ    コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為コロケーションに係る行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者に対して、コロケーションを拒否すること、又はコロケーシ

ョンに関連する費用を高く設定し、コロケーションに当たって必要とな

る情報（注１２）を十分に開示せず、若しくはコロケーション手続（注１

３）を遅延させるなど実質的にコロケーションを拒否していると認めら

れる行為を行うことにより、競争事業者の電気通信役務市場への新規参

入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取引拒絶

等）（注１４）。 

（注１２）（略） 

（注１３）（略） 

（注１４）（略） 
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スペース等の情報を十分に開示せず、又はコロケーションの請求を受

けてからコロケーションの可否を回答するまでの期間を引き延ばす

ことなどにより、実質的にコロケーションを拒否すること。 

② 競争事業者に対してコロケーションを行う場合に、コロケーションに関

連する費用、コロケーションに当たって必要な情報の開示の程度、コロケ

ーション手続の期間等について、競争事業者に対し、自己又は自己の関係

事業者に比べて不利な取扱いをすることにより、競争事業者の電気通信

役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること

（私的独占、差別取扱い等）。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、ＦＴＴＨサービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者か

ら、自己の光ファイバ等の特定設備との接続に当たり必要なコロケー

ションの請求を受けた場合に、局舎の空きスペース等の情報の開示、

又はコロケーションの請求を受けてからコロケーションの可否を回

答するまでの期間について、当該競争事業者に対し、自己の関係事業

者に比べて不利な取扱いをすること。 

③ 競争事業者に対して、コロケーションに併せて、接続に必要な装置の設

置工事･保守に関する契約を自己又は自己の指定した設置工事･保守事業

者と締結させるなどの不利益を与えることにより、競争事業者の電気通

信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせるこ

と（優越的地位の濫用等）（注１３）。 

（注１３）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、ＦＴＴＨサービスを提供し、又は提供しようとする競争事業者に

 

 

 

② 競争事業者に対してコロケーションを行う場合に、コロケーションに関

連する費用、コロケーションに当たって必要な情報の開示の程度、コロケ

ーション手続の期間等について、競争事業者を自己又は自己の関係事業

者に比べて不利にさせるような取扱いをすることにより、競争事業者の

電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさ

せること（私的独占、差別取扱い等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 競争事業者に対して、コロケーションに併せて、接続に必要な装置の設

置工事･保守に関する契約を自己又は自己の指定した設置工事･保守事業

者と締結させるなどの不利益を与えることにより、競争事業者の電気通

信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせるこ

と（優越的地位の濫用等）（注１５）。 

（注１５）（略） 
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対し、自己の光ファイバ等の特定設備との接続に際して必要となるコ

ロケーションに併せて、接続に必要な装置の設置工事・保守に関する

契約を自己又は自己の指定した設置工事・保守事業者と締結させるな

どの不利益を与えること。 

 

ウウウウ    接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る

行為行為行為行為 

接続又はコロケーション（以下「接続等」という。）を行う電気通信事業

者は、接続等を受けようとする競争事業者から、電気通信設備に接続する地

域（需要者に関する情報）、想定される通信量（需要規模に関する情報）等

に関する情報の提供を受けることとなる。このため、接続等を行う電気通信

事業者は、接続等を受けようとする競争事業者との接続交渉の過程におい

て、当該競争事業者やその顧客に関する情報を知り得る立場にある。市場に

おいて相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、そのような立場を利

用して行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 競争事業者との接続等に関する業務を通じて得た当該競争事業者やそ

の顧客に関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用する

ことにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難に

させること（私的独占、取引妨害等）（注１４）。 

（注１４）競争事業者や顧客に関する情報を、自己の接続関連業務（例

えば、利用の逼迫

ひっぱく

状況を改善する観点からネットワーク設計を

行う業務）に利用する場合には問題とならない。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

や移動体電気通信事業者が、競争事業者との接続等に関する業務を通

じて得た当該競争事業者のサービス提供先や顧客に関する情報を、自

 

 

 

 

 

ウウウウ    接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る接続等の際に得た競争事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る

行為行為行為行為 

接続等を行う電気通信事業者は、接続等を受けようとする競争事業者か

ら、電気通信設備に接続する地域（需要者に関する情報)、想定される通信

量（需要規模に関する情報)等に関する情報の提供を受けることとなる。こ

のため、接続等を行う電気通信事業者は、接続等を受けようとする競争事業

者との接続交渉の過程において、当該競争事業者やその顧客に関する情報を

知り得る立場にある。市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事

業者が、そのような立場を利用して行う以下の行為は、独占禁止法上問題と

なる。 

○ 競争事業者との接続等に関する業務を通じて得た当該競争事業者やそ

の顧客に関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利用する

ことにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難に

させること（私的独占、取引妨害等）（注１６）。 

（注１６）競争事業者や顧客に関する情報を、自己の接続関連業務（例

えば、利用の逼迫状況を改善する観点からネットワーク設計を

行う業務）に利用する場合には問題とならない。 
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己の営業部門や自己の関係事業者の営業活動に利用すること。 

 

(2) (2) (2) (2) 電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

アアアア    業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為    

（略） 

(ｱ) 接続又は共用に関する不当な差別的取扱い 

（略） 

(ｲ) 接続又は共用の業務における不当な運営 

a 情報開示手続に関する事項 

（例） 

① 他の電気通信事業者からの接続の手続及び費用負担その他の接続の

請求に際して必要な情報に関する情報開示の請求（注１５）に対して、

接続約款所定の手続や様式、標準的期間によらずに業務を行うこと。 

（注１５）（略） 

② （略） 

b～c (略) 

d その他の事項 

（例） 

① （略） 

② 第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備に自己の電気

通信設備を接続することとした場合の条件に比して、他の電気通信事業

者に対して不利な条件により第一種指定電気通信設備又は第二種指定

電気通信設備の接続を行うこと。 

③ （略） 

④ 他の電気通信事業者の利用者料金を利用者に請求し、又は回収する場

合に、これに関して当該他事業者が負担すべき金額を、能率的な経営の

 

 

(2) (2) (2) (2) 電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

アアアア    業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為業務改善命令の対象となる行為    

（略） 

(ｱ) 接続又は共用に関する不当な差別的取扱い 

（略） 

(ｲ) 接続又は共用の業務における不当な運営 

a 情報開示手続に関する事項 

（例） 

① 他の電気通信事業者からの接続の手続及び費用負担その他の接続の

請求に際して必要な情報に関する情報開示の請求（注１７）に対して、

接続約款所定の手続や様式、標準的期間によらずに業務を行うこと。 

（注１７）（略） 

② （略） 

b～c (略) 

d その他の事項 

（例） 

① （略） 

② 第一種指定電気通信設備に自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して、他の電気通信事業者に対して不利な条件により

第一種指定電気通信設備の接続を行うこと。 

 

③ （略） 

④ 他の電気通信事業者の利用者料金を利用者に請求し、又は回収する場

合に、これに関して当該他事業者が負担すべき金額を、能率的な経営の



 

19 

改 定 後 現   行 

下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額に照らして公正妥当

ではないものとすること、又は自己若しくは自己の関係事業者が負担す

べき金額に比して不利なものとすること。 

⑤ （略） 

⑥ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるために行う申

込みに関して必ずしも不可欠でない（注１６）にもかかわらず、回線名

義人の住所その他の情報の提供を他の電気通信事業者や他の電気通信

事業者のサービスの利用者に対して求めること。 

（注１６）（略） 

⑦～⑪ （略） 

（略） 

 

イイイイ    接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合    

（略） 

 

ウウウウ    接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合    

第一種指定電気通信設備との接続に係る接続約款のうち届出とされてい

るもの又は第二種指定電気通信設備との接続に係る接続約款について、以下

のような場合において、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当

該接続約款の変更命令が発動される（電気通信事業法第３３条第８項、第３

４条第３項）。 

（例） 

① 接続約款において、標準的接続箇所における技術的条件が適正かつ明確

に定められていない場合 

② 接続約款において、総務省令で定める機能ごとの接続料が適正かつ明確

に定められていない場合 

下における適正な原価に照らして公正妥当ではないものとすること、又

は自己若しくは自己の関係事業者が負担すべき金額に比して不利なも

のとすること。 

⑤ （略） 

⑥ 利用者が他の電気通信事業者のサービス提供を受けるために行う申

込みに関して必ずしも不可欠でない（注１８）にもかかわらず、回線名

義人の住所その他の情報の提供を他の電気通信事業者や他の電気通信

事業者のサービスの利用者に対して求めること。 

（注１８）（略） 

⑦～⑪ （略） 

（略） 

 

イイイイ    接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合    

（略） 

 

ウウウウ    接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合接続約款変更命令の対象となる場合    

第一種指定電気通信設備との接続に係る接続約款のうち届出とされてい

るもの又は第二種指定電気通信設備との接続に係る接続約款について、以下

のような場合において、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当

該接続約款の変更命令が発動される（電気通信事業法第３３条第８項、第３

４条第３項）。 

（例） 
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③ 接続約款において、他の電気通信事業者との責任に関する事項が適正か

つ明確に定められていない場合 

④ 接続約款において、利用者料金の設定事業者の別が適正かつ明確に定め

られていない場合 

⑤ 接続約款において、能率的経営の下での適正な原価に適正な利潤を加え

たものを算定するものとして総務省令で定める方法により算定された金

額を超える接続料を設定している場合 

 

⑥ 接続条件が、第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者がその

第二種指定電気通信設備に自己の電気通信設備を接続することとした場

合の条件に比して不利なものである場合 

⑦ 接続約款において、特定の電気通信事業者に対し不当な差別的な取扱い

をしている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エエエエ    市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為    

 

 

 

 

① 接続約款において、能率的経営の下での適正原価に適正利潤を加えたも

の（適正な減価償却費、施設保全費等のコストに、適正な自己資本利益等

を加えたものとして算定するもの）を超える接続料を設定している場合。 

 

 

 

 

 

 

② 接続約款において、一般に接続が見込まれない箇所や形態のみでの接続

しか認めない、接続に必要な装置等の通信用建物内への設置及び保守（設

置場所、保守内容、設置及び保守のための他の電気通信事業者の通信用建

物内への立入り等）について必要な範囲を超える制限を課す等、他の電気

通信事業者に対し不当な条件を付している場合。 

③ 接続約款において、特定の電気通信事業者に対して、それ以外の電気通

信事業者の条件と比較して不利な取扱いをしている場合。 

④ 接続約款において、他の電気通信事業者との責任に関する事項が適正か

つ明確に定められていない場合。 

⑤ 接続約款において、利用者料金の設定事業者の別が適正かつ明確に定め

られていない場合。 

 

エエエエ    市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為    
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市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・

変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第５項及び第３１条第４

項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受

託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行為につい

ては、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な

措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これ

らの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取

消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３

号）。 

（例） 

① 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た当該他事業者又

はその利用者に関する情報（注１７）を、当該情報の本来の利用目的を超

えて（注１８）社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供すること（電

気通信事業法第３０条第３項第１号及び第４項第１号）。 

（注１７）（略） 

（注１８）（略） 

② 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作業において、

自己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、その他の電気通信事業者

を選択した利用者と比較して優先的に登録すること（電気通信事業法第３

０条第４項第２号）。 

③ 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置す

る電気通信事業者が、接続に必要な装置等を設置するための通信用建物

（例．交換機等を設置している局舎等）の空き場所の有無、当該通信用建

物の名称、所在地、空き設備がある場合の接続の即応、即応できない場合

であっても対応可能であればその時期、接続を行おうとする設備の敷設状

市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・

変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項及び第３１条第４

項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受

託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行為につい

ては、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な

措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これ

らの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取

消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３

号）。 

（例） 

① 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た当該他事業者又

はその利用者に関する情報（注１９）を、当該情報の本来の利用目的を超

えて（注２０）社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供すること（電

気通信事業法第３０条第３項第１号）。 

（注１９）（略） 

（注２０）（略） 

② 優先接続（マイライン）等における電気通信事業者の登録作業において、

自己又は自己の関係事業者を選択した利用者を、その他の電気通信事業者

を選択した利用者と比較して優先的に登録すること（電気通信事業法第３

０条第３項第２号）。 

③ 市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置す

る電気通信事業者が、接続に必要な装置等を設置するための通信用建物

（例．交換機等を設置している局舎等）の空き場所の有無、当該通信用建

物の名称、所在地、空き設備がある場合の接続の即応、即応できない場合

であっても対応可能であればその時期、接続を行おうとする設備の敷設状
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況、敷設計画、接続可能となる時期等に関する情報の他の電気通信事業者

への提供について、特定関係事業者（注１９）に提供している情報に比べ

て量を少なくし、質を落とし、あるいは提供時期を遅らせること（電気通

信事業法第３１条第２項第１号）。 

（注１９）（略） 

④ （略） 

 

第２第２第２第２    電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 電気通信役務市場においては、自ら電気通信回線を設置して参入しようとす

る、又は電気通信回線の拡充を予定している電気通信事業者（以下「インフラ

ベースの事業者」という。）にとって、公道や私有地に電気通信回線を添架す

るための電柱を設置したり、地下に電気通信回線を通すための管路等を埋設し

たりすることは、経済的ではないのみならず、道路法、河川法等に基づく占有

許可等の規制上必ずしも容易ではない場合が多い。そのため、インフラベース

の事業者は、自ら電気通信回線を設置するために必要不可欠と認められる電

柱・管路等を保有する事業者（注２０）から、その貸与を受けられなかったり、

貸与の手続が遅延したりすれば、新規参入や電気通信回線の拡充が困難な場合

がある。 

（注２０）（略） 

 

(2) このような場合において、例えば、電柱・管路等を保有する事業者が、自己

又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者に対し、電

柱・管路等の貸与の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施につ

いて自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすることは、当該イン

フラベースの事業者等の新規参入を阻害し、その事業活動を困難にさせること

況、敷設計画、接続可能となる時期等に関する情報の他の電気通信事業者

への提供について、特定関係事業者（注２１）に提供している情報に比べ

て量を少なくし、質を落とし、あるいは提供時期を遅らせること（電気通

信事業法第３１条第２項第１号）。 

（注２１）（略） 

④ （略） 

 

第２第２第２第２    電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野電柱・管路等の貸与に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 電気通信役務市場においては、自ら電気通信回線を設置して参入しようとす

る、又は電気通信回線の拡充を予定している電気通信事業者（以下「インフラ

ベースの事業者」という。）にとって、公道や私有地に電気通信回線を添架す

るための電柱を設置したり、地下に電気通信回線を通すための管路等を埋設す

ることは、経済的でないのみならず、道路法、河川法等に基づく占有許可等の

規制上必ずしも容易ではない場合が多い。そのため、インフラベースの事業者

は、自ら電気通信回線を設置するために必要不可欠と認められる電柱・管路等

を保有する事業者（注２２）から、その貸与を受けないと新規参入又は電気通

信回線の拡充が困難な場合がある。 

 

（注２２）（略） 

 

(2) このような場合において、例えば、電柱・管路等を保有する公益事業者等が、

電柱・管路等の貸与の取引を拒絶し、又はそれらの取引の条件若しくは実施に

ついて自己又は自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすることは、インフ

ラベースの事業者等の新規参入を阻害し、その事業活動を困難にさせることも

少なくなく、これにより市場における競争が実質的に制限される場合には、私
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も少なくなく、これにより市場における競争が実質的に制限される場合には、

私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。また、市

場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記

のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取

引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注２１）。 

（注２１）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ－第２－２

（４）を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要    

（略） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為    

(1) (1) (1) (1) 独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

アアアア    電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題と

なる。 

① 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者

に対して、電柱・管路等の貸与を拒否すること（注２２）、又は電柱・管路

等の貸与に関連する費用を高く設定し（注２３）、当該インフラベースの

事業者が電柱・管路等の貸与を受けるに当たって必要となる情報（注２４）

を十分に開示せず、若しくは電柱・管路等の貸与手続（注２５）を遅延さ

せるなど実質的に拒否していると認められる行為を行うことにより、当該

インフラベースの事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又は

その事業活動を困難にさせること（私的独占、取引拒絶等）（注２６）。 

（注２２）（略） 

（注２３）（略） 

的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。また、市場

における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記の

ような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引

方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注２３）。 

 

（注２３）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要電気通信事業法における認可・裁定制度の趣旨と概要    

（略） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となり得る行為    

(1) (1) (1) (1) 独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

アアアア    電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為電柱・管路等の貸与に係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題と

なる。 

① インフラベースの事業者に対して、電柱・管路等の貸与を拒否すること

（注２４）、又は電柱・管路等の貸与に関連する費用を高く設定し（注２

５）、インフラベースの事業者が電柱・管路等の貸与を受けるに当たって

必要となる情報（注２６）を十分に開示せず、若しくは電柱・管路等の貸

与手続（注２７）を遅延させるなど実質的に拒否していると認められる行

為を行うことにより、当該インフラベースの事業者の電気通信役務市場へ

の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、

取引拒絶等）（注２８）。 

（注２４）（略） 

（注２５）（略） 
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（注２４）（略） 

（注２５）（略） 

（注２６）（略） 

＜想定例＞ 

○ 電柱・管路等を保有する事業者が、自己又は自己の関係事業者であ

る電気通信事業者と競争関係にある光ファイバやＣＡＴＶ設備を保

有してＦＴＴＨサービスやＣＡＴＶサービスを提供し又は提供しよ

うとする電気通信事業者から、電柱・管路等の貸与の要請を受けた場

合に、当該電気通信事業者に対して、電柱・管路等の設置場所等の情

報を十分に開示せず、又は貸与の要請を受けてから貸与の可否を回答

するまでの期間を引き延ばすことなどにより、実質的に電柱・管路等

の貸与を拒否すること。 

○ 電柱・管路等を保有する事業者が、自己又は自己の関係事業者であ

る電気通信事業者と競争関係にある移動体電気通信事業者から、無線

基地局間の電気通信回線を敷設するために電柱・管路等の貸与の要請

を受けた場合に、当該移動体電気通信事業者に対して、電柱・管路等

の設置場所の情報を十分に開示せず、又は要請を受けてから貸与の可

否を回答するまでの期間を引き延ばすことなどにより、実質的に電

柱・管路等の貸与を拒否すること。 

② 自己又は自己の関係事業者と競争関係にあるインフラベースの事業者

に対して電柱・管路等の貸与を行う場合に、貸与に関連する費用、貸与を

受けようとする事業者が必要とする情報の開示の程度、貸与手続の期間等

について、当該インフラベースの事業者に対し、自己又は自己の関係事業

者に比べて不利な取扱いをする（注２７）ことにより、当該インフラベー

スの事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動

を困難にさせること（私的独占、差別取扱い等）（注２８）。 

（注２６）（略） 

（注２７）（略） 

（注２８）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インフラベースの事業者に対して電柱・管路等の貸与を行う場合に、貸

与に関連する費用、貸与を受けようとする事業者が必要とする情報の開示

の程度、貸与手続の期間等について、当該インフラベースの事業者を自己

又は自己の関係事業者に比べて不利にさせるような取扱いをする（注２

９）ことにより、当該インフラベースの事業者の電気通信役務市場への新

規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、差別

取扱い等）（注３０）。 
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（注２７）（略） 

（注２８）（略） 

＜想定例＞ 

○ 電柱・管路等を保有する事業者が、光ファイバやＣＡＴＶ設備を保

有してＦＴＴＨサービスやＣＡＴＶサービスを提供し、又は提供しよ

うとする自己又は自己の関係事業者である電気通信事業者と競争関

係にある電気通信事業者から、電柱・管路等の貸与の要請を受けた場

合に、電柱・管路等の空き情報の開示の程度、又は貸与の要請を受け

てから貸与の可否を回答するまでの期間について、当該電気通信事業

者に対し、自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをすること。 

 

イイイイ    電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題と

なる。 

○ 電柱・管路等の貸与に併せて、自己が既に設置した光ファイバ（幹線部

分）が存在する区間について、自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ

るインフラベースの事業者の希望がないにもかかわらず、それを不当に利

用させること（私的独占、抱き合わせ販売等）（注２９）。 

（注２９）（略） 

 

ウウウウ    電柱・管路等の貸与電柱・管路等の貸与電柱・管路等の貸与電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあの際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあの際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあの際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ

るインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用にるインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用にるインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用にるインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為係る行為係る行為係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者は、自己又は自己の関係事業者と競争関係

にあるインフラベースの事業者に電柱･管路等を貸与する際の手続等を通じ

て、その参入時期、参入区域、参入の態様等の重要な営業情報を知り得る立

場にある。そのような立場を利用して、電柱・管路等を保有する事業者が行

（注２９）（略） 

（注３０）（略） 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

イイイイ    電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為電柱・管路等の貸与と他のサービスの抱き合わせ等に係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題と

なる。 

○ 電柱・管路等の貸与に併せて、自己が既に設置した光ファイバ（幹線部

分）が存在する区間について、インフラベースの事業者の希望がないにも

かかわらず、それを不当に利用させること（私的独占、抱き合わせ販売等）

（注３１）。 

（注３１）（略） 

    

ウウウウ    電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ電柱・管路等の貸与の際に得た自己又は自己の関係事業者と競争関係にあ

るインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為るインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為るインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為るインフラベースの事業者やその取引相手に関する情報の利用に係る行為    

電柱・管路等を保有する事業者は、自己又は自己の関係事業者と競争関係

にあるインフラベースの事業者に電柱･管路等を貸与する際の手続等を通じ

て、その参入時期、参入区域、参入の態様等の重要な営業情報を知り得る立

場にある。そのような立場を利用して、電柱・管路等を保有する事業者が行
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う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 電柱・管路等の貸与に関する業務を通じて得た自己又は自己の関係事業

者と競争関係にあるインフラベースの事業者やその顧客に関する情報を、

自己や自己の関係事業者の事業活動に利用することにより、当該インフラ

ベースの事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせるこ

と（私的独占、取引妨害等）（注３０）。 

（注３０）インフラベースの事業者やその顧客に関する情報を、自己の貸

与関連業務（例えば、利用の逼迫

ひっぱく

状況を改善する観点から電柱・

管路等の増設・改修を行う業務）に利用する場合には問題となら

ない。 

＜想定例＞ 

○ 電柱・管路等を保有する事業者が、自己又は自己の関係事業者と競

争関係にある光ファイバやＣＡＴＶ設備を保有してＦＴＴＨサービ

スやＣＡＴＶサービスを提供する電気通信事業者への電柱・管路等の

貸与に関する業務を通じて得た当該電気通信事業者のサービス提供

先や顧客に関する情報を、自己の関係事業者である電気通信事業者の

営業活動に利用すること。 

 

エエエエ    一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為    

電柱を保有する事業者から既にその貸与を受けている電気通信事業者が

行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ インフラベースの事業者から一束化（注３１）又は支線の共用（以下「一

束化等」という。）のための調整の要請を受けた場合において、一束化等を

拒否し、又は一束化等に関連する費用を高く設定し、若しくは一束化等の

手続を遅延させる行為を行うことにより、一束化等を前提とした電柱の貸

与契約の成立を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）（注３２）。 

う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 電柱・管路等の貸与に関する業務を通じて得た当該インフラベースの事

業者やその顧客に関する情報を、自己や自己の関係事業者の事業活動に利

用することにより、当該インフラベースの事業者の新規参入を阻止し、又

はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）（注３２）。 

 

（注３２）インフラベースの事業者やその顧客に関する情報を、自己の貸

与関連業務（例えば、利用の逼迫状況を改善する観点から電柱・

管路等の増設・改修を行う業務）に利用する場合には問題となら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エエエエ    一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為一束化及び支線の共用に係る行為    

電柱を保有する事業者から既にその貸与を受けている電気通信事業者が

行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ インフラベースの事業者から一束化（注３３）又は支線の共用（以下「一

束化等」という。）のための調整の要請を受けた場合において、一束化等を

拒否し、又は一束化等に関連する費用を高く設定し、若しくは一束化等の

手続を遅延させる行為を行うことにより、一束化等を前提とした電柱の貸

与契約の成立を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）（注３４）。 
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（注３１）（略） 

（注３２）（略） 

＜想定例＞ 

○ 電柱を保有する事業者から既にその貸与を受けている電気通信事

業者が、光ファイバやＣＡＴＶ設備を保有してＦＴＴＨサービスやＣ

ＡＴＶサービスを提供し、又は提供しようとする電気通信事業者か

ら、一束化等のための調整の要請を受けた場合において、一束化等に

関連する費用を高く設定し、又は一束化等の手続を遅延させること。 

 

(2) (2) (2) (2) 電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為    

（略） 

 

アアアア    正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為    

（略） 

①～⑨ （略） 

ただし、以上の規定にかかわらず、一束化（注３３）又は支線の共用（注

３４）の場合には、一定の場合を除き、原則として認可するものとしている。 

なお、一束化又は腕金類の設置（注３５）に関し、電柱保有者による電柱

の提供の可否の判断に当たっては、当該一束化又は腕金類の設置がガイドラ

イン第３条第１項第５号の貸与拒否事由に該当するものでない限り、同項第

１号の「現に空きがない場合」に該当しないものと解されている。 

（注３３）（略） 

（注３４）（略） 

（注３５）（略） 

 

イイイイ    適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為    

（注３３）（略） 

（注３４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

(2) (2) (2) (2) 電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為電気通信事業法上問題となり得る行為    

（略） 

 

アアアア    正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為正当な理由なく貸与を拒否する行為    

（略） 

①～⑨ （略） 

ただし、以上の規定にかかわらず、一束化（注３５）又は支線の共用（注

３６）の場合には、一定の場合を除き、原則として認可するものとしている。 

なお、一束化又は腕金類の設置（注３７）に関し、電柱保有者による電柱

の提供の可否の判断にあたっては、当該一束化又は腕金類の設置がガイドラ

イン第３条第１項第５号の貸与拒否事由に該当するものでない限り、同項第

１号の「現に空きがない場合」に該当しないものと解されている。 

（注３５）（略） 

（注３６）（略） 

（注３７）（略） 

 

イイイイ    適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為適正でない提供条件により貸与する行為    
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（略） 

② 貸与の対価 

原価（原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、自

己資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定。）に基づく適正な設

備使用料（注３６）。 

（注３６）（略） 

 

第３第３第３第３    電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

事業者の創意による企業努力に基づく価格・サービス競争は、能率競争（良

質・廉価な商品を提供して顧客を獲得する競争をいう。）の中核をなすもので

あり、事業者がどのような料金や条件でサービスを提供するか、どの事業者と

取引するかは、基本的には当該事業者の自由な判断に委ねられているものであ

る。一方で、例えば、市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業

者が、採算を度外視した低い料金を設定すること、取引の相手方により差別的

な条件を設定したり取引の相手方を拘束する条件を設定したりすること、電気

通信役務を提供するために必要な業務の受託等や卸電気通信役務の提供を拒

否すること等により、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的

独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における

競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行

為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該

当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注３７）。 

なお、電気通信事業分野のようなネットワーク型産業においては、加入者の

多いネットワークほど、その利用機会が多くなりネットワーク自体の価値が高

まることから、新規加入者による電気通信事業者の選択は既存加入者の多いネ

ットワークに集中する傾向があり、市場において相対的に高いシェアを有する

（略） 

② 貸与の対価 

原価（原則として、減価償却費及び保守運営費に、他人資本費用、自

己資本費用及び利益対応税の合計額を加えて算定。）に基づく適正な設

備使用料（注３８）。 

（注３８）（略） 

 

第３第３第３第３    電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野電気通信役務の提供に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 電気通信事業分野のようなネットワーク型産業においては、加入者の多いネ

ットワークほど、その利用機会が多くなりネットワーク自体の価値が高まるこ

とから、新規加入者による電気通信事業者の選択は既存加入者の多いネットワ

ークに集中する傾向が強いと指摘されている。 

   また、顧客が加入先の電気通信事業者を変更する際に、これまでと同じ電話

番号を変更後の電気通信事業者においても引き続き使用できない場合には、顧

客が加入先を変更することをためらうことも生じ得る。 

   このような電気通信事業分野の特徴を踏まえると、例えば、相対的に高い加

入者シェアを有する電気通信事業者が、自己の加入者相互間の電気通信役務料

金を他の電気通信事業者の加入者への電気通信役務料金より安く設定する等、

取引の相手方により差別的な取引条件を設定することは、顧客を囲い込む効果

を生じさせるものである。 

 

(2) このような状況の下、例えば、電気通信事業者が、地域若しくは相手方によ

り差別的な電気通信役務料金を設定すること、又は相手方が他の電気通信事業

者と取引しないことを条件として、当該相手方に電気通信役務を提供すること

により、市場における競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、
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電気通信事業者により、顧客を自己のネットワークに囲い込むような行為が行

われた場合、競争事業者の事業活動に及ぼす影響が大きい。 

 

 

（注３７）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ－第２－２

（４）を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要    

(1) (1) (1) (1) 基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度    

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保される

べき基礎的電気通信役務については、その極めて高い公共性から、当該役務の

料金その他の提供条件に関して契約約款の作成・届出及び当該約款に基づく役

務の提供を義務付けているところである。また、公正な競争の確保及び利用者

利益の保護の観点から、届け出られた契約約款が、 

(ｱ) 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき、 

(ｲ) 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備

の設置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に

定められていないとき、 

(ｳ) 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき、 

(ｴ) 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき、 

(ｵ) 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき、 

(ｶ) 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その

他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を

阻害するものであるとき、 

は、契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第１

９条第２項） 

独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的に

制限されるまでには至らない場合であっても、上記のような行為により、公正

な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止

法第１９条の規定に違反することとなる（注３９）。 

（注３９）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要電気通信事業法における料金その他の提供条件に関する制度の趣旨と概要    

(1) (1) (1) (1) 基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度基礎的電気通信役務に関する制度    

国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保される

べき基礎的電気通信役務については、その極めて高い公共性から、当該役務の

料金その他の提供条件に関して契約約款の作成・届出及び当該約款に基づく役

務の提供を義務づけているところである。また、公正な競争の確保及び利用者

利益の保護の観点から、届け出られた契約約款が、 

(ｱ) 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていないとき、 

(ｲ) 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項並びに電気通信設備

の設置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に

定められていないとき、 

(ｳ) 電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるとき、 

(ｴ) 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき、 

(ｵ) 重要通信に関する事項について適切に配慮されているものでないとき、 

(ｶ) 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その

他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を

阻害するものであるとき、 

は、契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第１

９条第２項） 
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(2) (2) (2) (2) 指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度    

次に、指定電気通信役務については、これに代わるべき電気通信役務が他の

電気通信事業者によって十分に提供されないことその他の事情を勘案して適

正な料金その他の提供条件に基づく提供を保障する観点から、当該役務の料金

その他の提供条件に関して保障契約約款の作成・届出を義務付けるとともに、

別段の合意がある場合を除き、当該保障契約約款に定める料金その他の提供条

件による役務の提供を拒んではならないこととされている。また、公正な競争

の確保及び利用者利益の保護の観点から、届け出られた保障契約約款が、 

(ｱ)～(ｶ) （略） 

は、保障契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法

第２０条第３項） 

(略) 

 

(3)(3)(3)(3)    第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信

役務に関する制度役務に関する制度役務に関する制度役務に関する制度    

固定系端末回線を相当な規模で有し、他の電気通信事業者の事業展開上不可

欠な第一種指定電気通信設備及び電波の有限性のために参入者が限られる寡

占的市場である移動体通信市場において、移動体通信用設備のうち相対的に多

数の加入者を収容している第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務

については、料金その他の提供条件の適正性、公平性及び一定の透明性を確保

する観点から、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設置す

る電気通信事業者に対し、当該第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通

信設備を用いる卸電気通信役務の提供の業務を開始したときに、その旨、卸電

気通信役務の種類、一定の要件を満たす電気通信事業者に対する料金その他の

提供条件等の届出を義務付けている。 

 

(2) (2) (2) (2) 指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度指定電気通信役務に関する制度    

次に、指定電気通信役務については、これに代わるべき電気通信役務が他の

電気通信事業者によって十分に提供されないことその他の事情を勘案して適

正な料金その他の提供条件に基づく提供を保障する観点から、当該役務の料金

その他の提供条件に関して保障契約約款の作成・届出を義務づけるとともに、

別段の合意がある場合を除き、当該保障契約約款に定める料金その他の提供条

件による役務の提供を拒んではならないこととされている。また、公正な競争

の確保及び利用者利益の保護の観点から、届け出られた保障契約約款が、 

(ｱ)～(ｶ) （略） 

は、保障契約約款変更命令を発動できることとされている。（電気通信事業法

第２０条第３項） 

(略) 
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第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信

役務は、契約約款によらずに、その提供の相手方と合意した料金その他の提供

条件により提供することが可能であるが、第一種指定電気通信設備を用いる指

定電気通信役務については(2)の制度が適用されるほか、業務改善命令や禁止

行為の停止・変更命令の要件に該当する場合には、これらの命令の発動ができ

ることとされている。（電気通信事業法第２９条第１項及び第３０条第５項） 

 

(4)(4)(4)(4)    (1)(1)(1)(1)からからからから(3)(3)(3)(3)までの電気通信役務までの電気通信役務までの電気通信役務までの電気通信役務以外の電気通信役務に関する制度以外の電気通信役務に関する制度以外の電気通信役務に関する制度以外の電気通信役務に関する制度    

 

(1)から(3)までの電気通信役務以外の電気通信役務については、契約約款に

よらずにその提供の相手方と合意した料金その他の提供条件によりを提供す

ることが可能である。 

ただし、当該契約については、 

(ｱ)～(ｸ) （略） 

(ｹ) 特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いを行いその他その業務

に関し不当な運営を行っていることにより他の電気通信事業者の業務の

適正な実施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそ

れがあるとき（卸電気通信役務の提供に係るものに限る。）、 

(ｺ) (ｱ)から(ｹ)までに掲げたもののほか、電気通信事業者の事業の運営が適

正かつ合理的でないため、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に

支障が生ずるおそれがあるとき、 

は、業務改善命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第２９条

第１項） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

(1) (1) (1) (1) 電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為    

 

 

 

 

 

 

 

(3)(3)(3)(3)    基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務以外の電気通信役務に関する制以外の電気通信役務に関する制以外の電気通信役務に関する制以外の電気通信役務に関する制

度度度度    

基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務以外の電気通信役務については、

契約約款によらずにその提供の相手方と提供条件について取決めを行い、契約

を締結した上で、電気通信役務を提供することが可能である。 

ただし、当該契約については、 

(ｱ)～(ｸ) （略） 

 

 

 

 

(ｹ)  (ｱ)から(ｸ)までに掲げたもののほか、電気通信事業者の事業の運営が適

正かつ合理的でないため、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に

支障が生ずるおそれがあるとき、 

は、業務改善命令を発動できることとされている。（電気通信事業法第２９条

第１項） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

(1) (1) (1) (1) 電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為電気通信役務の料金その他の提供条件の設定等に係る行為    
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アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者が新規参入（事業の拡充を含む。以下同じ。）した地域につ

いてのみ、例えば、自己の設定する接続料金や卸電気通信役務の料金を下

回るような電気通信役務料金を設定することにより、競争事業者の事業活

動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）（注３８）。 

（注３８）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、競争事業者がＦＴＴＨサービスやＣＡＴＶサービスを提供する地

域についてのみ、自己の光ファイバの接続料金やＦＴＴＨサービスの

卸電気通信役務の料金を下回るようなＦＴＴＨサービスの小売料金

を設定すること。 

② 競争事業者のネットワークと接続して提供する自己の電気通信役務の

料金に比べて自己又は自己の関係事業者のネットワークと接続して提供

する自己の電気通信役務の料金を低く設定することにより、競争事業者

の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）（注３９）。 

 

（注３９）（略） 

③ 電気通信役務を提供に要する費用（注４０）を著しく下回る料金で提

供することにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動

を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

（注４０）電気通信役務に関する契約の媒介、取次ぎ又は代理（以下「媒

介等」という。）を行う電気通信設備の販売業者に対し、電気通

信役務の提供に係る顧客との契約の締結を条件とした販売奨励

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 競争事業者が新規参入（事業の拡充を含む。以下同じ。）した地域につ

いてのみ、例えば、自己の設定する接続料金を下回るような電気通信役務

料金を設定することにより、競争事業者の事業活動を困難にさせること

（私的独占、差別対価等）（注４０）。 

（注４０）（略） 

 

 

 

 

 

 

② 自己の提供する電気通信役務の料金について、競争事業者のネットワ

ークを利用する電気通信役務料金に比べて自己又は自己の関係事業者の

ネットワークを利用する電気通信役務料金を低く設定することにより、

競争事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、差別対価等）（注

４１）。 

（注４１）（略） 

③ その提供に要する費用（注４２）を著しく下回る料金で電気通信役務

を提供することにより、競争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業

活動を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

（注４２）例えば、電気通信事業者は、自己の関係事業者に販売促進活動

等の営業活動を著しく低い価格で委託したり、又は自己の関係事

業者から特定の電気通信役務を著しく低い価格で卸し受けたり



 

33 

改 定 後 現   行 

金を提供している場合には、当該販売奨励金も当該電気通信役務

の提供に要する費用に含まれる。また、例えば、電気通信事業者

は、自己の関係事業者に販売促進活動等の営業活動を著しく低い

価格で委託したり、自己の関係事業者から特定の電気通信役務を

著しく低い価格で卸し受けたりすることにより、自己の関係事業

者から実質的な内部補助を受けることが可能となる。電気通信事

業者が、このような内部補助を受けること等により、作為的に自

己の提供する電気通信役務その他のサービスに要する費用を低

くしていると認められる場合には、その点を修正した上で当該費

用を算定する。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

や移動体電気通信事業者が、工事費、手続費等や電気通信役務に付随

する装置を無料にすることなどを通じて、電気通信役務の提供に要す

る費用を実質的に著しく下回る料金でＦＴＴＨサービスや携帯電話

サービスを提供すること。 

④ 自己又は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受けること

を条件として、不当に電気通信役務の料金を引き下げ、基本料金を割り

引き、又は工事費等を減免すること（私的独占、排他条件付取引等）（注

４１）。 

（注４１）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

や移動体電気通信事業者が、取引関係を有する事業者に対し、自己又

は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受けることを条

件として、工事費、手続費等を無料にしてＦＴＴＨサービスや携帯電

することにより、自己の関係事業者から実質的な内部補助を受け

ることが可能となる。電気通信事業者が、このような内部補助を

受けること等により、作為的に自己の提供する電気通信役務その

他のサービスに要する費用を低くしていると認められる場合に

は、その点を修正した上で当該費用を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 自己又は自己の関係事業者のみから電気通信役務の提供を受けること

を条件として、不当に電気通信役務の料金を引き下げ、基本料金を割り

引き、又は工事費等を減免すること（私的独占、排他条件付取引等）（注

４３）。 

（注４３）（略） 
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話サービスを提供すること。 

⑤ 競争事業者との接続の協定、事業の受委託又は卸電気通信役務の提供

等に併せて、当該競争事業者の提供しようとする電気通信役務の料金、

内容、提供条件等（提供開示時期、提供地域、提供先等を含む。）の設定

に不当に関与すること（私的独占、拘束条件付取引等）（注４２）。 

（注４２）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、競争事業者に対して、当該競争事業者のネットワークから発信し

自己のネットワークに着信する場合の通話料金の設定に関与するこ

とを条件として、自己の電気通信設備との接続や卸電気通信役務の提

供を行うこと。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、競争事業者に対して、当該競争事業者の携帯電話サービスの通信

料金、内容等の設定に関与することを条件として、自己の電気通信設

備との接続や卸電気通信役務の提供を行うこと。 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者

が設定する基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務に係る以下のよう

な契約約款については、電気通信事業法に基づく契約約款変更命令が発動

される（同法第１９条第２項及び第２０条第３項）。 

ａ～ｅ （略） 

ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、そ

の他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利

益を阻害するものであるとき 

 

⑤ 競争事業者との接続の協定、事業の受委託又は卸電気通信役務の提供

等に併せて、当該競争事業者の提供しようとする電気通信役務の料金、

内容、提供条件（提供開示時期、提供地域、提供先等を含む。）の設定に

不当に関与すること（私的独占、拘束条件付取引等）（注４４）。 

（注４４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者

が設定する基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務に係る以下のよう

な契約約款については、電気通信事業法に基づく契約約款変更命令が発動

される（同法第１９条第２項及び第２０条第３項）。 

ａ～ｅ （略） 

ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、そ

の他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利

益を阻害するものであるとき 
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（例） 

①～⑩ （略） 

⑪ 指定電気通信役務と併せて他の指定電気通信役務を提供する際に、双

方の役務の料金を区分せずに設定すること。 

⑫ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務と併せてこれらの役務以

外の電気通信役務又は電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該電

気通信役務の料金と当該これらの役務以外の電気通信役務又は電気通

信役務以外の役務の料金とを区分せずに設定すること。 

⑬ 優先接続における未登録者の扱いについて、利用者の意思にかかわら

ず「一般優先接続」（注４３）ではなく、「固定優先接続」（注４４）の

登録をしたものとみなすこととしている契約約款。 

（注４３）（略） 

（注４４）（略） 

⑭～⑯ （略） 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為（②については、第一

種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が行うものに限る。）に

ついては、行為の停止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０

条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

の業務を受託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当

する行為については、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更

させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１

条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利

益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及

び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第

１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

（例） 

（例） 

①～⑩ （略） 

⑪ 指定電気通信役務とあわせて他の指定電気通信役務を提供する際に、

双方の役務の料金を区分せずに設定すること。 

⑫ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務とあわせてこれらの役務

以外の電気通信役務又は電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該

電気通信役務の料金と当該これらの役務以外の電気通信役務又は電気

通信役務以外の役務の料金とを区分せずに設定すること。 

⑬ 優先接続における未登録者の扱いについて、利用者の意思にかかわら

ず「一般優先接続」（注４５）ではなく、「固定優先接続」（注４６）の

登録をしたものとみなすこととしている契約約款。 

（注４５）（略） 

（注４６）（略） 

⑭～⑯ （略） 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停

止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）。また、

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した

子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行為について

は、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要

な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さら

に、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認

められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条

第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第

１２６条第１項第３号）。 

 

（例） 
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① 自己の関係事業者（電気通信事業法第３０条第１項の規定により総

務大臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、当該電気通信事

業者の特定関係法人（注４５）であって総務大臣が指定するものに限

る。②及び③において同じ。）とそれ以外の電気通信事業者の接続料

に著しい格差があるなどの合理的な理由なく、自己の関係事業者以外

の電気通信事業者のネットワークを利用した通話については、自己の

関係事業者のネットワークを利用した通話と比較して高い料金を設

定し、又は割引サービス等の対象としないこと（電気通信事業法第３

０条第３項第２号及び第４項第２号）。 

（注４５）特定関係法人とは、電気通信事業法第１２条の２第４項第

１号に定める特定関係法人をいう。 

② 他の電気通信事業者（注４６）との間での接続、業務受委託、サー

ビス提供等に当たり、当該他事業者が提供する電気通信役務の内容、

開始時期、提供区域、提供先、料金等を制限すること（電気通信事業

法第３０条第４項第３号）。 

（注４６）（略） 

③ ブラウザフォンサービスにおいてポータルサイトを開設している

場合、利用者が自己又は自己の関係事業者の開設するポータルサイト

を選択する際の条件に比べて、他の電気通信事業者の開設するポータ

ルサイトを選択する際の条件を、例えばボタン操作数を当該他事業者

の意思に反して同等としない等、不公平なものとすること（電気通信

事業法第３０条第３項第２号及び第４項第２号）。 

(ｳ) 電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件につい

ては 業務改善命令が発動される。（電気通信事業法第２９条第１項第２

号から第７号まで） 

ａ～ｅ （略） 

① 自己の関係事業者とそれ以外の電気通信事業者の接続料に著しい

格差があるなどの合理的な理由なく、自己の関係事業者以外の電気通

信事業者のネットワークを利用した通話については、自己の関係事業

者のネットワークを利用した通話と比較して高い料金を設定し、又は

割引サービス等の対象としないこと（電気通信事業法第３０条第３項

第２号）。 

 

 

 

 

 

② 他の電気通信事業者（注４７）との間での接続、業務受委託、サー

ビス提供等に当たり、当該他事業者が提供する電気通信役務の内容、

開始時期、提供区域、提供先、料金等を制限すること（電気通信事業

法第３０条第３項第３号）。 

（注４７）（略） 

③ ブラウザフォンサービスにおいてポータルサイトを開設している

場合、利用者が自己又は自己の関係事業者の開設するポータルサイト

を選択する際の条件に比べて、他の電気通信事業者の開設するポータ

ルサイトを選択する際の条件を、例えばボタン操作数を当該他事業者

の意思に反して同等としない等、不公平なものとすること（電気通信

事業法第３０条第３項第２号）。 

(ｳ) 電気通信事業者が設定する以下のような料金その他の提供条件につい

ては 業務改善命令が発動される。（電気通信事業法第２９条第１項第２

号から第７号まで） 

ａ～ｅ （略） 
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ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、そ

の他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利

益を阻害するものであるとき 

（例）  

①～⑨ （略） 

⑩ 電気通信役務と併せて電気通信役務以外の役務を提供する際に、当該

電気通信役務の料金と当該電気通信役務以外の料金とを区分せずに設

定することにより、他の電気通信事業者との間における不当な競争を引

き起こすこと。 

⑪～⑭ （略） 

 

（略） 

(ｴ) （略） 

 

(2) (2) (2) (2) セット提供セット提供セット提供セット提供等等等等に係る行為に係る行為に係る行為に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 他の事業者と業務提携を行うことにより自己又は自己の関係事業者の電

気通信役務と併せて他の商品・サービスを提供する場合（注４７）に、業

務提携を行う事業者に対して、他の電気通信事業者との業務提携を行わな

いこと、又は他の電気通信事業者との業務提携における割引額を低く抑え

るなど、他の電気通信事業者との提携内容を自己若しくは自己の関係事業

者との提携内容よりも不利なものとすることを条件とすることにより、他

の電気通信事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付

取引等）。 

ｆ 他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、そ

の他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利

益を阻害するものであるとき 

（例）  

①～⑨ （略） 

⑩ 電気通信役務とあわせて電気通信役務以外の役務を提供する際に、当

該電気通信役務の料金と当該電気通信役務以外の料金とを区分せずに

設定することにより、他の電気通信事業者との間における不当な競争を

引き起こすこと。 

⑪～⑭ （略） 

 

（略） 

(ｴ) （略） 

 

(2)(2)(2)(2)    セット提供セット提供セット提供セット提供に係る行為に係る行為に係る行為に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 
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（注４７）他の商品・サービスを提供する場合とは、当該他の商品・サービ

スを自己の名義において提供する場合のほか、自己の業務提携先の

事業者が当該他の商品・サービスを提供する場合も含まれる。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、電力会社やガス会社と業務提携を行うことにより自己のＦＴＴＨ

サービスと電気やガスをセット提供する場合に、当該電力会社やガス

会社に対して、自己と競争関係にある固定系電気通信事業者と業務提

携を行わないことを条件としたり、自己と競争関係にある固定系電気

通信事業者と業務提携する場合には自己のＦＴＴＨサービスとセット

提供する場合の割引額と比べ電気料金やガス料金の割引額を低くする

ことを条件としたりすること。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、電力会社やガス会社と業務提携を行うことにより自己の携帯電話

サービスと電気やガスをセット提供する場合に、当該電力会社やガス

会社に対して、自己と競争関係にある移動体電気通信事業者と業務提

携を行わないことを条件としたり、自己と競争関係にある移動体電気

通信事業者と業務提携する場合には自己の携帯電話サービスとセット

提供する場合の割引額と比べ電気料金やガス料金の割引額を低くする

ことを条件としたりすること。 

② 自己の電気通信役務と併せて他の商品・サービスの提供（注４８）を受

けると電気通信役務の料金又は当該他の商品・サービスの料金と電気通信

役務の料金を合算した料金が割安となる方法でセット提供する場合におい

て、提供に要する費用（注４９）を著しく下回る料金を設定すること（注

５０）により、自己又は他の商品・サービスを提供する事業者と競争関係

にある事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自己の電気通信役務と併せて自己又は自己の関係事業者の商品・サービ

スの提供を受けると当該他の商品の価格・サービスの料金が割安となる方

法でセット提供する場合において、その提供に要する費用を著しく下回る

水準に料金を設定することにより、競争関係にある他の商品・サービスの

事業者の事業活動を困難にさせること（私的独占、不当廉売等）。 
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（注４８）他の商品・サービスの提供とは、他の商品・サービスを自己の名

義において提供する場合のほか、他の事業者が当該他の商品・サー

ビスを提供する場合も含まれる。 

（注４９）費用に関する考え方は注４０と同じである。 

（注５０）例えば、電気通信役務と電気、ガス等の他の事業分野の商品・サ

ービスをセットで提供する場合には、一般的には、電気通信役務と

他の事業分野の商品・サービスそれぞれについて、その供給に要す

る費用を著しく下回る料金で提供しているかどうかにより判断す

ることとなる。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己のＦＴＴＨサービスと電気やガスをセット提供する場合にお

いて、当該ＦＴＴＨサービスの提供に要する費用を著しく下回る水準

で当該ＦＴＴＨサービスの料金を設定すること（名目上は電気やガス

の料金が割安となる場合であっても、実質的にはＦＴＴＨサービスの

料金を割り引いていると認められる場合も含む。）。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、固定系電気通信事業者からＦＴＴＨサービスの卸提供を受け、自

己の携帯電話サービスとＦＴＴＨサービスをセット提供する場合にお

いて、当該携帯電話サービスの費用を著しく下回る水準で当該携帯電

話サービスの料金を設定し、又は当該ＦＴＴＨサービスの提供に要す

る費用を著しく下回る水準で当該ＦＴＴＨサービスの料金を設定した

り、携帯電話サービスとＦＴＴＨサービスの提供に要する費用を合算

した費用を著しく下回る水準で全体の料金を設定したりすること。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、携帯電話サービスと電気やガスをセット提供する場合において、
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当該携帯電話サービスの提供に要する費用を著しく下回る水準で当該

携帯電話サービスの料金を設定すること（名目上は電気やガスの料金

が割安となる場合であっても、実質的には携帯電話サービスの料金を

割り引いていると認められる場合も含む。）。 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・変

更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第５項）。また、第一種指定電

気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務

に関して行う以下の行為に相当する行為については、当該電気通信事業者に

対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発

動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合にお

いて、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業

の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４

条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

市場支配的な電気通信事業者以外の電気通信事業者が以下の行為を行う場

合であっても、電気通信事業者の業務の適正な実施に支障が生じているため、

公共の利益が著しく阻害されるおそれがあるとき（卸電気通信役務の提供に

よるときに限る。）や、電気通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が

生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が発動される。（同法第２９条第１

項第１０号及び第１２号） 

（例） 

○ 自己の関係事業者（電気通信事業法第３０条第１項の規定により総務大

臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、当該電気通信事業者の特

定関係法人であって総務大臣が指定するものに限る。）のサービスを排他的

に組み合わせた割引サービスの提供を行うこと（電気通信事業法第３０条

 

 

 

 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停止・

変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）。また、第一種指

定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当

該業務に関して行う以下の行為に相当する行為については、当該電気通信事

業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命

令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した

場合において、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電

気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る

（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

 

 

 

 

 

 

（例） 

○ 自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提

供を行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 
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第３項第２号及び第４項第２号）。 

 

(3) (3) (3) (3) 顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 顧客等に対して、電気通信役務の品質面等に関する事実と異なる情報提

供を行うこと、必要事項を十分に説明しないこと等により、競争事業者と

当該顧客等との契約の締結を不当に妨害すること又は競争事業者と当該

顧客等との既存契約を不当に解除させること（私的独占、取引妨害等）。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

や移動体電気通信事業者が、顧客等に対して、根拠がないにもかかわ

らず、通信速度が遅いなど、競争事業者の電気通信役務に係る品質面

等が自己の電気通信役務に劣るかのような広告の提示や説明を行う

こと。 

② （略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己とのＦＴＴＨサービスの既存契約を解約し競争事業者とＦ

ＴＴＨサービスの契約を締結しようとする顧客の回線切替工事を遅

延させ、又は遅延を示唆すること。 

③ 顧客が自己との電気通信役務の提供契約を解約する場合において、当該

顧客に対して、不当に高額の違約金の支払を請求し（注５１）、若しくは

他の電気通信事業者への移行禁止期間を設けること、又は不当に端末設備

に技術的な制限を設定し当該端末設備において他の電気通信事業者の電

 

 

(3) (3) (3) (3) 顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為顧客と他の電気通信事業者との取引の妨害等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 顧客等に対して、電気通信役務の品質面等に関する不当な情報提供を行

い、又は必要事項を十分に説明しないことなどにより、競争事業者と当該

顧客等との契約の締結を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）。 

 

 

 

 

 

 

 

② （略） 

 

 

 

 

 

③ 顧客が自己との電気通信役務の提供契約を解約する場合において、当該

顧客に対して、高額の違約金の支払を請求し、又は他の電気通信事業者へ

の移行禁止期間を設けることにより、競争事業者と当該顧客との契約の締

結を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）。 
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気通信役務を利用できなくすること（注５２）により、競争事業者と当該

顧客との契約の締結を不当に妨害すること（私的独占、取引妨害等）。 

（注５１）例えば、一定期間の契約を条件として料金が割安となる契約に

おいて、当該契約期間内に顧客が解約する場合に、不当に高額の

違約金の支払を請求することがこれに当たる。 

なお、不当に高額の違約金であるかどうかは、顧客が解約まで

に享受した割引総額、当該解約による電気通信事業者の収支への

影響の程度、割引額の設定根拠等を勘案して判断される。 

（注５２）例えば、特定のＳＩＭカードを取り付けた場合にのみ端末設備

が動作する設定をし、不当に他の電気通信事業者の電気通信役務

を利用できなくすることがこれに当たる。 

     なお、不適切な行為を防止するための必要最小限の措置と認め

られる場合には不当な行為に該当しない。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、一定期間の契約を条件として割引を行う携帯電話サービスの契

約を解約する顧客に対して、不当に高額の違約金の支払いを請求す

ること。 

④ （略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己のＦＴＴＨサービスから競争事業者のＦＴＴＨサービスに

切り替えようとする顧客に対して、自己の関係事業者のＦＴＴＨサ

ービスに切り替えようとする顧客に比べてサービスの切替えに必要

となる回線の切替工事の料金を高く設定したり切替工事の作業を遅

延させたりすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ （略） 
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イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

（略） 

 

(4) (4) (4) (4) 自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    加入者回線網を保有する電気通信事業者は、既存の電気通信役務に係る顧

客との契約関係を活用することで他の電気通信事業者に比べて有利に営業

販売活動等を展開し得る地位にある。また、加入者回線網を保有する電気通

信事業者との接続や当該電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受け

ることにより電気通信役務を提供する電気通信事業者は、当該電気通信役務

を提供するために必要な業務を、加入者回線網を保有する電気通信事業者に

委託する場合がある。このため、電気通信事業者にとっては、加入者回線網

を保有する事業者から業務の受託等を拒否されれば、新規参入が困難となる

場合がある。このような状況において、市場において相対的に高いシェアを

有する電気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

○ 自己の関係事業者に対しては電気通信役務に関する契約の媒介等、その

他の業務の受託等（注文受付、料金請求・回収代行等の業務の支援行為を

含む。）を行う一方、競争事業者に対しては、その受託等を不当に拒否し（注

５３）、又は自己の関係事業者に比べて高い料金を設定する（注５４）など

不当に差別的に取り扱うこと（私的独占、取引拒絶等）（注５５）。 

（注５３）受託等の手続を遅延させるなど、実質的に受託等を拒否してい

ると認められる場合も含む。 

（注５４）実質的に自己の関係事業者に適用が限定されることが明らかな

大口割引により、実質的に競争事業者に対する料金を高く設定し

ていると認められる場合も含む。 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

    （略） 

 

(4) (4) (4) (4) 自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為自己の関係事業者との業務の受委託等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    加入者回線網を保有する電気通信事業者は、既存の電気通信役務に係る顧

客との契約関係を活用することで他の電気通信事業者に比べて有利に営業

販売活動等を展開し得る地位にある。このような状況において、市場におい

て相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁

止法上問題となる。 

 

 

 

 

 

○ 自己の関係事業者に対しては電気通信役務に関する契約の媒介、取次ぎ

又は代理、その他の業務の受託等（業務の支援行為を含む。）を行う一方、

競争事業者に対しては、その受託等を不当に拒否し、又は高い料金を設定

するなど不当に差別的に取り扱うこと（私的独占、取引拒絶等）（注４８）。 
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（注５５）（略） 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己の光ファイバを用いたＦＴＴＨサービスを卸提供する場合

に、自己の関係事業者に対しては当該ＦＴＴＨサービスの営業活動

や注文受付、料金請求・回収代行等の付随業務の受託等を低い料金で

行う一方、他の卸先事業者に対しては、当該業務の受託等を行わなか

ったり、受託に係る料金を高く設定したりすること。 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) （略） 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停

止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第５項及び第３１条

第４項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業

務を受託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行

為については、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるた

めに必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。

さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると

認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条

第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１

２６条第１項第３号）。 

（例） 

① 利用者に料金明細書等を送付する際、自己の関係事業者（電気通信事

業法第３０条第１項の規定により総務大臣から指定を受けた電気通信

事業者にあっては、当該電気通信事業者の特定関係法人であって総務大

臣が指定するものに限る。②及び③において同じ。）の商品案内、申込

（注４８）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) （略） 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停

止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項及び第３１条

第４項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業

務を受託した子会社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行

為については、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるた

めに必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。

さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると

認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条

第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１

２６条第１項第３号）。 

（例） 

① 利用者に料金明細書等を送付する際、自己の関係事業者の商品案内、

申込書等を同封するなど当該電気通信事業者と一体となった排他的な

業務を行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 
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書等を同封するなど当該電気通信事業者と一体となった排他的な業務

を行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２号及び第４項第２号）。 

② 自己の関係事業者に対して、料金その他業務の受委託に係る提供条件

について有利な取扱いを行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２

号及び第４項第２号）。 

③ 自己の提供する基本料に関して、自己の関係事業者が提供する割引サ

ービスを再販する電気通信事業者のみに利用者に対する請求代行を認

めること（電気通信事業法第３０条第３項第２号及び第４項第２号）。 

④ （略） 

    

(5) (5) (5) (5) 卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、卸電気通信

役務の料金を低く設定することにより、当該卸電気通信役務の提供を受けた

電気通信事業者が低い価格で小売サービスを提供し、小売サービス市場にお

いて自ら設備を保有して電気通信役務を提供する電気通信事業者等の事業

活動を困難とさせる場合がある。このため、市場において相対的に高いシェ

アを有する電気通信事業者が、卸電気通信役務について、提供に要する費用

を著しく下回る料金で提供したり、不当に特定の地域又は相手方に対しての

み料金を低く設定したりすることにより、競争事業者の新規参入を阻止し、

又はその事業活動を困難にさせることは、独占禁止法上問題となる。 

また、電気通信事業者にとっては、投資等を行うことにより新たに設備を

構築することが現実的に困難と認められるボトルネック設備があることや

電波の割当て枠に限りがあること等から、これらを保有する市場において相

対的に高いシェアを有する電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受

けられなかったり、卸電気通信役務の手続が遅延したりすれば、新規参入が

 

 

② 自己の関係事業者に対して、料金その他業務の受委託に係る提供条件

について有利な取扱いを行うこと（電気通信事業法第３０条第３項第２

号）。 

③ 自己の提供する基本料に関して、自己の関係事業者が提供する割引サ

ービスを再販する電気通信事業者のみに利用者に対する請求代行を認

めること（電気通信事業法第３０条第３項第２号）。 

④ （略） 

    

(5) (5) (5) (5) 卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為卸電気通信役務の料金の設定等に係る行為    

アアアア    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

    事業者がどの事業者に対して卸電気通信役務を提供するかは、基本的には

事業者の取引先選択の自由の問題である。事業者が、料金、品質、サービス

等の要因を考慮して、独自の判断によって、ある事業者と取引しないことと

しても、基本的には独占禁止法上問題となるものではない。しかしながら、

事業者が単独で行う取引拒絶であっても、独占禁止法上違法な行為の実効を

確保するための手段として取引を拒絶する場合には違法となり、また、競争

事業者を市場から排除するなどの独占禁止法上不当な目的を達成するため

の手段として取引を拒絶する場合には独占禁止法上問題となる。 
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困難となる場合があり、電気通信事業者が単独で行う取引拒絶であっても、

独占禁止法上問題となる場合がある。 

    上記の考え方を踏まえると、市場において相対的に高いシェアを有する電

気通信事業者が行う以下の行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 提供に要する費用（注５６）を著しく下回る料金で卸電気通信役務を提

供することにより、卸電気通信役務市場又は小売サービス市場における競

争事業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私

的独占、不当廉売等） 

（注５６）例えば、電気通信事業者は、自己の関係事業者に販売促進活動

等の営業活動を著しく低い価格で委託したり、自己の関係事業者

から特定の電気通信役務を著しく低い価格で卸し受けたりする

ことにより、自己の関係事業者から実質的な内部補助を受けるこ

とが可能となる。電気通信事業者が、このような内部補助を受け

ること等により、作為的に自己の提供する卸電気通信役務その他

のサービスに要する費用を低くしていると認められる場合には、

その点を修正した上で当該費用を算定する。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己の光ファイバを用いたＦＴＴＨサービスの卸提供に要する

費用を著しく下回る料金で卸電気通信役務の提供を行うこと。 

② 競争事業者が新規参入した地域又は競争事業者が競合するサービスを

提供している地域についてのみ、卸電気通信役務の料金を不当に低く設定

し、当該卸電気通信役務の提供を受けた電気通信事業者が低い価格で小売

サービスを提供することを可能とすることにより、卸電気通信役務市場又

は小売サービス市場における競争事業者の事業活動を困難にさせること

（私的独占、差別対価等）。 

 

 

    市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 
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＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、光ファイバやＣＡＴＶ設備を保有して電気通信役務を提供する

電気通信事業者と競合する地域についてのみ、提供に要する費用を

著しく下回るＦＴＴＨサービスの卸電気通信役務の料金を設定する

こと。 

③ 電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提供を行う場合に、他の電

気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けないことを条件とし、又は

他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けた場合には自己が

提供する卸電気通信役務に関連する料金を高く引き上げることなどによ

り、当該他の電気通信事業者の卸電気通信役務市場への新規参入を阻止

し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条件付取引等）。 

④ 競争事業者に対して、事業活動を行うために必要な卸電気通信役務の提

供を不当に拒否すること、又は卸電気通信役務に関連する費用（注５７）

を高く設定し（注５８）（注５９）、卸電気通信役務の提供を受けるに当た

って必要となる情報を十分に開示せず、卸電気通信役務の提供手続（注６

０）を遅延させ、卸電気通信役務の提供を受ける者にとって必要な機能を

利用させないなど実質的に卸電気通信役務の提供を不当に拒否している

と認められる行為を行うこと（私的独占、取引拒絶等）（注６１）（注６２）。 

（注５７）卸電気通信役務に関連する費用には、手続費等を含む。また、

卸電気通信役務に関連する費用とは、名目上の費用ではなく、実

際の取引において当該卸電気通信役務に関連する値引き、販売奨

励金の提供等が行われている場合には、これらを考慮に入れた実

質的な費用をいう。 

（注５８）例えば、自己の小売サービスの料金を上回る卸電気通信役務の

料金を設定することがこれに当たる。 

 

 

 

 

 

 

（現行 ②） 
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（注５９）電気通信回線等に係る既存投資額を償却し得るような水準であ

る場合には問題とならない。 

（注６０）卸電気通信役務の提供手続は、卸電気通信役務の提供を受ける

に当たって必要となる情報の開示請求への対応を含む。 

（注６１）競争事業者の卸電気通信役務市場若しくは小売サービス市場へ

の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせるおそれが

ないと認められる場合には不当な行為に該当しない。 

（注６２）卸電気通信役務を提供する電気通信事業者にとって、提供する

ことが技術的に困難な機能や過度な経済的負担が発生する機能

等については、その提供を行わない場合であっても、一般的には

問題とならない。 

⑤ 競争事業者に対して卸電気通信役務の提供を行う場合に、卸電気通信役

務の内容、卸電気通信役務に関連する費用、提供する情報、卸電気通信役

務の提供手続、卸電気通信役務の提供を受けるまでの期間、技術的条件（注

６３）等について、競争事業者に対し、自己の関係事業者に比べて不利な

取扱いをすること（注６４）により、卸電気通信役務市場又は小売サービ

ス市場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私

的独占、差別取扱い等）。 

（注６３）ここでいう技術的条件は、例えば、設備を接続する場合の接続

箇所における技術的条件や受付システムの技術的仕様等を指す。 

（注６４）実質的に自己の関係事業者に適用が限定されることが明らかな

大口割引により、実質的に競争事業者に対する費用を高く設定し

ていると認められる場合も含む。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、自己の光ファイバを用いたＦＴＴＨサービスを卸提供する場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 卸電気通信役務に関連する費用を高く設定し（注４９）、卸電気通信役

務の提供を受けるに当たって必要となる情報を十分に開示せず、若しくは

卸電気通信役務の提供を受けるための手続を遅延させること等、又は費

用、提供する情報、卸電気通信役務の提供を受けるまでの期間等について

自己の関係事業者に比べて不利にさせるような取扱いをすることにより、

競争事業者の顧客向け電気通信役務（以下「小売サービス」という。）市

場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独

占、差別取扱い等）。 

（注４９)電気通信回線等に係る既存投資額を償却し得るような料金水準

である場合には問題とならない。 

② 小売サービスを提供する電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提

供を行う場合に、他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けな

いことを条件とし、又は他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を

受けた場合には自己が提供する卸電気通信役務の料金を高く引き上げる

ことなどにより、当該他の電気通信事業者の卸電気通信役務市場への新規
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に、自己の関係事業者に対してのみ、当該ＦＴＴＨサービスの料金を

低く設定したり実質的に自己の関係事業者に適用が限定されること

が明らかな大口割引を行ったりすること、技術的条件を先行的に開

示すること、又は当該ＦＴＴＨサービスを優先的に提供することな

ど、競争事業者に対し、自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをす

ること。 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、自己の電気通信設備を用いた携帯電話サービスを卸提供する場

合に、自己の関係事業者に対してのみ、一定の機能を優先的に卸提供

したり、当該携帯電話サービスの卸料金を低く設定したりするなど、

競争事業者に対し、自己の関係事業者に比べて不利な取扱いをする

こと。 

⑥ 電気通信事業者に対して、卸電気通信役務の提供を行う場合に、当該卸

電気通信役務を受けた電気通信事業者が当該卸電気通信役務を用いて提

供する電気通信役務の顧客に対して当該卸電気通信役務以外を用いた電

気通信役務へと契約を切り替えさせることを不当に制限すること（私的独

占、拘束条件付取引等）（注６５）。 

（注６５）競争事業者の事業活動を困難にさせるおそれがないと認めら

れる場合には不当な行為に該当しない。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

が、光ファイバやＣＡＴＶ設備を保有する電気通信事業者に対して、

ＦＴＴＨサービスを卸提供する際に、当該電気通信事業者が、当該卸

提供を受けて提供するＦＴＴＨサービスの顧客を勧誘し、当該電気

通信事業者の保有する光ファイバやＣＡＴＶ設備を用いた電気通信

役務へと契約を切り替えさせることを、不当に制限する条件を付け

参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、排他条

件付取引等）。 
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ること。 

⑦ 卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務の提供

を受けようとする競争事業者から、電気通信役務を提供する地域（需要者

に関する情報）、想定される通信量（需要規模に関する情報）等に関する

情報の提供を受けることとなる。このため、卸電気通信役務の提供を行う

電気通信事業者は、卸電気通信役務の提供を受けようとする競争事業者と

の交渉の過程において、当該競争事業者やその顧客に関する情報を知り得

る立場にある。 

そのような立場を利用して、競争事業者との卸電気通信役務の提供に

関する業務を通じて得た当該競争事業者やその顧客に関する情報を、自

己や自己の関係事業者の事業活動に利用することにより、競争事業者の

新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取

引妨害等）（注６６）。 

（注６６）競争事業者や顧客に関する情報を、自己の回線の設置業務（例

えば、利用の逼迫

ひっぱく

状況を改善する観点からネットワーク設計を行

う業務）に利用する場合には問題とならない。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する固定系電気通信事業者

や移動体電気通信事業者が、競争事業者との卸電気通信役務の提供

に関する業務を通じて得た当該競争事業者のサービス提供先や顧客

に関する情報を、自己の営業部門や自己の関係事業者の営業活動に

利用すること。 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) (略) 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停

 

③ 卸電気通信役務の提供を行う電気通信事業者は、卸電気通信役務の提供

を受けようとする競争事業者から、小売サービスを提供する地域（需要者

に関する情報）、想定される通信量（需要規模に関する情報）等に関する

情報の提供を受けることとなる。このため、卸電気通信役務の提供を行う

電気通信事業者は、卸電気通信役務の提供を受けようとする競争事業者と

の交渉の過程において、当該競争事業者やその顧客に関する情報を知り得

る立場にある。 

そのような立場を利用して、競争事業者との卸電気通信役務の提供に

関する業務を通じて得た当該競争事業者やその顧客に関する情報を、自

己や自己の関係事業者の事業活動に利用することにより、競争事業者の

新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取

引妨害等）（注５０）。 

（注５０）競争事業者や顧客に関する情報を、自己の回線の設置業務（例

えば、利用の逼迫状況を改善する観点からネットワーク設計を行

う業務）に利用する場合には問題とならない。 

 

 

 

 

 

 

 

イイイイ    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(ｱ) (略) 

(ｲ) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為については、行為の停
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止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第５項）。また、第

一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会

社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行為については、当該

電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講

ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの

命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の

取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第

３号）。 

（例） 

○ 卸電気通信役務の提供について、自己の関係事業者（電気通信事業法

第３０条第１項の規定により総務大臣から指定を受けた電気通信事業

者にあっては、当該電気通信事業者の特定関係法人であって総務大臣が

指定するものに限る。）に対して、他の電気通信事業者と比べて低い料

金や有利な条件で提供すること（電気通信事業法第３０条第３項第２号

及び第４項第２号）。 

 

第４第４第４第４    コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 現在、多機能端末の普及などにより、様々なシステム上で、顧客が、ゲーム、

音楽、動画、電子書籍等の各種サービス（以下「コンテンツ」という。）を利用

することが可能となっている。 

例えば、コンテンツを提供するシステムとして、電気通信事業者が、移動体

通信端末等（以下「簡易端末」という。）のディスプレイ等を利用し、顧客がコ

ンテンツを利用できるシステム（以下「簡易端末情報サービスシステム」とい

う。）を管理・運用している場合がある。 

止・変更命令が発動される（電気通信事業法第３０条第４項）。また、第

一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会

社等が当該業務に関して行う以下の行為に相当する行為については、当該

電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講

ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの

命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の

取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第

３号）。 

（例） 

○ 卸電気通信役務の提供について、自己の関係事業者に対して、他の電

気通信事業者と比べて低い料金や有利な条件で提供すること（電気通信

事業法第３０条第３項第２号）。 

 

 

 

 

第４第４第４第４    コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野コンテンツの提供に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1)  

 

  

電気通信事業者は、移動体通信端末又は固定通信端末（以下「簡易端末」と

いう。）のディスプレイ等を利用し、音楽の配信、タウン情報、銀行との取引

等の各種オンラインサービス（以下「コンテンツ」という。）を利用できるシ

ステム（以下「簡易端末情報サービスシステム」という。）を管理・運用してい
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   簡易端末情報サービスシステムを管理・運用している電気通信事業者（以下

「システム運用事業者」という。）は、その管理・運用の適切性等を確保する観

点から、簡易端末の簡単な操作によってアクセスすることができるメニュー

（以下「メニューリスト」（注６７）という。）を設定し、一定の基準（以下「掲

載基準」という。）の下に、コンテンツを掲載していることが一般的である。ま

た、メニューリストに掲載されたコンテンツの提供に係る料金については、電

気通信役務料金とともにシステム運用事業者による代行回収が行われる仕組

みとなっている。 

   このような状況の下、コンテンツを提供する事業者（以下「コンテンツプロ

バイダー」という。）にとっては、自己が提供するコンテンツが様々なシステム

上に掲載されることが、他のコンテンツプロバイダーとの競争上重要であると

考えられ、また、システム運用事業者にとっては、優良なコンテンツをどれだ

け自己の簡易端末情報サービスシステムのメニューリストに掲載できるかが、

他のシステム運用事業者との競争上重要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

（注６７）ここでいうメニューリストとは、例えば、システム運用事業者の公

式メニューや各種コンテンツを提供する定額制メニューを指す。 

 

(2) このような現状を踏まえると、例えば、システム運用事業者が、コンテンツ

プロバイダーと他のシステム運用事業者との取引を制限する（注６８）条件を

る場合がある。 

   簡易端末情報サービスシステムを管理・運用している電気通信事業者（以下

「システム運用事業者」という。）は、その管理・運用の適切性等を確保する観

点から、簡易端末の簡単なキー操作によってアクセスすることができるメニュ

ー（以下「メニューリスト」という。）を設定し、一定の基準（以下「掲載基準」

という。）の下に、コンテンツを掲載していることが一般的である。また、メニ

ューリストに掲載されたコンテンツの提供に係る料金については、電気通信役

務料金とともにシステム運用事業者による代行回収が行われる仕組みとなっ

ている。 

   簡易端末情報サービスシステムについては、顧客はメニューリストに掲載さ

れていないコンテンツに比べて、メニューリストに掲載されているコンテンツ

にアクセスする傾向が強いと指摘されており、コンテンツを提供する事業者

（以下「コンテンツプロバイダー」という。）にとっては、自己が提供するコン

テンツがメニューリストに掲載されることが、他のコンテンツプロバイダーと

の競争上重要であると考えられる。 

   他方、それぞれの簡易端末情報サービスシステム間に互換性がないため、顧

客は他の簡易端末情報サービスシステムのメニューリストに掲載されている

コンテンツにはアクセスできない現状を踏まえると、システム運用事業者にと

っては、優良なコンテンツをどれだけ自己の簡易端末情報サービスシステムの

メニューリストに掲載できるかが、他のシステム運用事業者との競争上重要で

あると考えられる。 

 

 

 

(2) このような状況の下、例えば、システム運用事業者が、コンテンツプロバイ

ダーと他のシステム運用事業者との取引を制限する（注５１）条件を付けて、
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付けて当該コンテンツプロバイダーと取引したり、メニューリストへのコンテ

ンツの掲載に際して、自己又は自己の関係事業者と比べて、他のコンテンツプ

ロバイダーを不利に取り扱ったりすること等により、市場における競争が実質

的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反

することとなる。市場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場

合であっても、上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある

場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反するこ

ととなる（注６９）。 

（注６８）システム運用事業者は、自己のメニューリストへのコンテンツの掲

載基準を独自に定めているところ、掲載基準が公開されていなかった

り、公開されていても明確性に欠けたりする場合がある。このような

場合、システム運用事業者による掲載基準の恣意的運用が行われ、他

のシステム運用事業者との取引を制限することとなりやすい。 

（注６９）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ－第２－２

（４）を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等    

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、システム運用事業者として簡易端末情報サービスシステムを

管理・運用している場合において、当該電気通信事業者が、コンテンツプロバ

イダーの業務について不当に規律し、又は干渉をすることは、電気通信事業法

上の禁止行為に該当し（同法第３０条第４項第３号）、総務大臣の停止又は変

更命令の対象となる（同条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置す

る電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関して同様の行為

を行った場合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるた

めに必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さ

当該コンテンツプロバイダーと取引することにより、市場における競争が実質

的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反

することとなる。市場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場

合であっても、上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある

場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反するこ

ととなる（注５２）。 

 

 

（注５１）システム運用事業者は、自己のメニューリストへのコンテンツの掲

載基準を独自に定めているところ、掲載基準が公開されていなかった

り、公開されていても明確性に欠ける場合がある。このような場合、

システム運用事業者による掲載基準の恣意的運用が行われ、他のシス

テム運用事業者との取引を制限することとなりやすい。 

（注５２）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等    

市場支配的な電気通信事業者がシステム運用事業者として簡易端末情報サ

ービスシステムを管理・運用している場合において、当該電気通信事業者が、

コンテンツプロバイダーの業務について不当に規律し、又は干渉をすること

は、電気通信事業法上の禁止行為に該当し（同法第３０条第３項第３号）、総

務大臣の停止又は変更命令の対象となる（同条第４項）。また、第一種指定電

気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務

に関して同様の行為を行った場合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を

停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第

３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益
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らに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認めら

れるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認

定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第

３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信事業者

が同様の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は国民の利便の

確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が発動される。（同法

第２９条第１項第１０号及び第１２号） 

 

３３３３    独占禁止法上独占禁止法上独占禁止法上独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為又は電気通信事業法上問題となる行為又は電気通信事業法上問題となる行為又は電気通信事業法上問題となる行為    

((((1111))))    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

市場において相対的に高いシェアを有するシステム運用事業者が行う以下

の行為は、独占禁止法上問題となる。 

 

 

（（2）に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第

１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び

第１２６条第１項第３号）。 

 

 

 

 

 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

    

市場において相対的に高いシェアを有するシステム運用事業者が、以下のよ

うな行為により、競争事業者の取引の機会を減少させ、又はコンテンツ提供市

場における価格競争を阻害するおそれを生じさせることは、独占禁止法上問題

となる（私的独占、排他条件付取引、拘束条件付取引等）。 

また、市場支配的な電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、コン

テンツプロバイダーの業務について不当に規律し、又は干渉すると認められる

ときは、電気通信事業法第３０条第３項第３号の禁止行為に該当し、総務大臣

による停止又は変更命令が発動される（同条第４項）。また、第一種指定電気通

信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関

して同様の行為を行った場合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停

止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３

１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻

害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１

７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１

２６条第１項第３号）。 
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（注７０に移動） 

 

 

 

① 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新たにコン

テンツを掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、競争事業者の

メニューリストへのコンテンツの掲載又は競争事業者のメニューリストに

対応する記述言語によるコンテンツの作成を禁止すること、競争事業者のメ

ニューリストへ新たにコンテンツを掲載する場合には料金回収代行サービ

スを中止すること等を条件とすることにより、競争事業者の電気通信役務市

場への新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的独占、

排他条件付取引等）（注７０）。 

（注７０）要望するカテゴリへの掲載を不当に拒否する場合又はサイトのツ

リー構造の最下層近辺への配置により不当に不利益を与える場合

も問題となる。 

 

② コンテンツを自己のメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツ

① 競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載しようとするコ

ンテンツプロバイダーに対して、自己のメニューリストへのコンテンツの掲

載若しくは料金回収代行サービスを中止し、又は既に競争事業者のメニュー

リストにコンテンツを掲載しているコンテンツプロバイダーに対して、自己

のメニューリストへの掲載若しくは料金回収代行サービスを拒否（注５３）

すること（注５４）。 

（注５３）不適切なコンテンツが流れることを防止する観点から、メニュー

リストに掲載すべきコンテンツプロバイダーの選択基準を明確に

した上で、公正に実施する場合には問題とならない。 

（注５４）要望するカテゴリへの掲載を不当に拒否する場合又はサイトのツ

リー構造の最下層近辺への配置により不当に不利益を与える場合

も問題となる。 

 

② 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新たにコン

テンツを掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、競争事業者の

メニューリストへのコンテンツの掲載を禁止する、又は競争事業者のメニュ

ーリストに対応する記述言語によるコンテンツの作成を禁止すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ コンテンツをメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツプロバ
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プロバイダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金その他の提

供条件等の設定に関与する（注７１）ことにより、当該コンテンツプロバイ

ダーの事業活動を困難にさせ、又はコンテンツ提供市場における競争を阻害

するおそれを生じさせること（私的独占、拘束条件付取引等）。 

（注７１）（略） 

 

③ 自己のメニューリストへコンテンツを掲載する場合に、コンテンツの掲載

に係る条件について、コンテンツを提供する自己又は自己の関係事業者に比

べて、他のコンテンツプロバイダーを不利に取り扱うことにより、当該コン

テンツプロバイダーの新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせる

こと（私的独占、差別取扱い等）。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動系のシステム運用事

業者が、各種コンテンツを提供する定額制メニューにコンテンツを掲載

する場合に、収益配分、メニュー上の掲載位置等の条件について、自己

又は自己の関係事業者に比べて、他のコンテンツプロバイダーを不利に

取り扱うこと。 

 

((((2222))))    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為 

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、コンテンツプロバイダーの業

務について不当に規律し、又は干渉すると認められるときは、電気通信事業法

第３０条第４項第３号の禁止行為に該当し、総務大臣による停止又は変更命令

が発動される（同条第５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行っ

た場合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必

イダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金の設定に関与する

（注５５）こと。 

 

 

（注５５）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行３柱書き） 
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要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、

これらの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められると

きは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取

消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信事業者

が以下の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は国民の利便の

確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が発動される。（同法

第２９条第１項第１２号） 

① 競争事業者のメニューリストへ新たにコンテンツを掲載しようとするコ

ンテンツプロバイダーに対して、自己のメニューリストへのコンテンツの掲

載若しくは料金回収代行サービスを中止し、又は既に競争事業者のメニュー

リストにコンテンツを掲載しているコンテンツプロバイダーに対して、自己

のメニューリストへの掲載若しくは料金回収代行サービスを拒否（注７２）

すること（注７３）。 

（注７２）不適切なコンテンツが流れることを防止する観点から、メニュー

リストに掲載すべきコンテンツプロバイダーの選択基準を明確に

した上で、公正に実施する場合には問題とならない。 

（注７３）要望するカテゴリへの掲載を不当に拒否する場合又はサイトのツ

リー構造の最下層近辺への配置により不当に不利益を与える場合

も問題となる。 

② 自己のメニューリストへ既にコンテンツを掲載している又は新たにコン

テンツを掲載しようとするコンテンツプロバイダーに対して、競争事業者の

メニューリストへのコンテンツの掲載を禁止する、又は競争事業者のメニュ

ーリストに対応する記述言語によるコンテンツの作成を禁止すること。 

③ コンテンツをメニューリストに掲載させる条件として、コンテンツプロバ

イダーと顧客との間におけるコンテンツ提供に係る料金の設定に関与する

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行３①～③） 
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（注７４）こと。 

（注７４）高額請求による利用者とコンテンツプロバイダーとのトラブルを

回避するため、一定額以上となるようなコンテンツ料金を承諾しな

いことについては、当該一定額が料金を不当に制限するものではな

い限り、問題とならない。 

 

第５第５第５第５    電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 技術革新の進展が著しく、それに基づく新たなサービスの展開が活発である

電気通信事業分野においては、電気通信設備の製造に当たっていわゆる事実上

の標準と認められる特許等があり、そのような特許等のライセンス契約を締結

しないと、電気通信設備の製造販売活動が困難となるおそれがある。 

 

また、電気通信設備の製造には相当程度のコストを要することから、特定の

電気通信事業者が一定の数量を購入することを条件として、当該電気通信事業

者向けに特化した電気通信設備が開発・製造されることも多いところ、市場に

おいて相対的に高いシェアを有する電気通信事業者は、電気通信設備を多く購

入できるため、電気通信設備の製造業者にとっては、市場において相対的に高

いシェアを有する電気通信事業者と取引することが事業活動を行う上で重要

であると考えられる。 

 

(2) このような現状を踏まえると、例えば、特許等を有する電気通信事業者等が、

電気通信設備の製造業者に対して、特許等のライセンス契約の締結に併せて他

の商品・サービスを自己又は自己の指定する事業者から購入させること、特許

等のライセンス契約を締結している電気通信設備の製造業者とその取引の相

手方との取引その他電気通信設備の製造業者の事業活動を拘束する条件を付

 

 

 

 

 

 

第５第５第５第５    電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野電気通信設備の製造・販売に関連する分野    

１１１１    独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方独占禁止法における考え方    

(1) 技術革新の進展が著しく、それに基づく新たなサービスの展開が活発である

電気通信事業分野においては、電気通信事業者が、電気通信設備の製造に当た

っていわゆる事実上の標準と認められる特許等を有している場合があり、その

ような特許等のライセンス契約を締結しないと、電気通信設備の製造販売活動

が困難となるおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) このような場合において、例えば、電気通信事業者が、電気通信設備の製造

業者（以下「設備メーカー」という。）に対して、特許等のライセンス契約の締

結に併せて他の商品・サービスを自己又は自己の指定する事業者から購入させ

ること、又は特許等のライセンス契約を締結している設備メーカーとその取引

の相手方との取引その他設備メーカーの事業活動を拘束する条件を付けて当
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けて当該電気通信設備の製造業者と取引をすること、競争事業者の電気通信設

備を製造させないこと等により、市場における競争が実質的に制限される場合

には、私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することとなる。市

場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、上記

のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不公正な取

引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる（注７５）。 

  なお、一般に、技術の利用に係る制限行為に関する独占禁止法における考え

方については、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（平成１９年９

月２８日公正取引委員会）に基づいて判断される。 

（注７５）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ－第２－２

（４）を参照。 

  

(3) 端末設備の販売業者は、端末設備の販売に併せて、電気通信事業者の電気通

信役務に関する契約の媒介等を行うことも多いところ、端末設備の販売業者が

端末設備の販売価格を自由に設定できることのみならず、電気通信役務に関連

する多様な商品・サービスを自らの判断で提供できることが、端末設備の販売

市場や当該商品・サービスの販売市場における競争を確保する観点から重要で

あると考えられる。 

 

(4) このような状況の下、例えば、市場において相対的に高いシェアを有する電

気通信事業者が、端末設備の販売業者に対して、販売する端末設備の価格を拘

束すること、又は特定の商品・サービス以外の商品・サービスを取り扱わせな

いことにより、端末設備の販売市場、特定の商品・サービスの販売市場等にお

ける競争が実質的に制限される場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３

条の規定に違反することとなる。市場における競争が実質的に制限されるまで

には至らない場合であっても、上記のような行為により、公正な競争を阻害す

該設備メーカーと取引をすることにより、市場における競争が実質的に制限さ

れる場合には、私的独占に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反することと

なる。市場における競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であって

も、上記のような行為により、公正な競争を阻害するおそれがある場合には不

公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規定に違反することとなる

（注５６）。 

  なお、一般に、技術の利用に係る制限行為に関する独占禁止法における考え

方については、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（平成 19 年 9

月 28日公正取引委員会)に基づいて判断される。 

（注５６）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ｉ、第２、２（３）

を参照。 
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るおそれがある場合には不公正な取引方法に該当し、独占禁止法第１９条の規

定に違反することとなる（注７６）。 

 （注７６）具体的行為に対する独占禁止法の適用については、Ⅰ－第２－２（３）

参照。 

 

２２２２    電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等    

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、設備メーカー又は販売業者に対し、その業務について不当に

規律し、又は干渉をすることは、電気通信事業法上の禁止行為に該当し（同法

第３０条第４項第３号）、総務大臣の停止又は変更命令の対象となる（同条第

５項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受

託した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行った場合には、当該電気通

信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の

命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した

場合において、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気

通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法

第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信事業者

が同様の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は国民の利便の

確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が発動される。（同法

第２９条第１項第１２号） 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

((((1111))))    独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為独占禁止法上問題となる行為    

アアアア    電気通信設備の製造に関連する分野における行為電気通信設備の製造に関連する分野における行為電気通信設備の製造に関連する分野における行為電気通信設備の製造に関連する分野における行為    

特許等を有する電気通信事業者等が行う以下の行為は、独占禁止法上問題

 

    

    

    

    

２２２２    電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等電気通信事業法における禁止行為、停止・変更命令等    

市場支配的な電気通信事業者が、設備メーカー又は販売業者に対し、その業

務について不当に規律し、又は干渉をすることは、電気通信事業法上の禁止行

為に該当し（同法第３０条第３項第３号）、総務大臣の停止又は変更命令の対

象となる（同条第４項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者の業務を受託した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行った場

合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な

措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これ

らの命令に違反した場合において、公共の利益を阻害すると認められるとき

は、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消

事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

 

 

 

 

 

 

３３３３    独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為独占禁止法上又は電気通信事業法上問題となる行為    

 

 

電気通信事業者が以下のような行為により、他の事業者の事業活動を困難に



 

61 

改 定 後 現   行 

となる。 

 

 

 

（(2)に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

① 特許等を有する電気通信事業者が、電気通信設備の製造業者と電気通

信設備を製造するために不可欠な特許等のライセンス契約を締結する

のに併せて、不当に自己又は自己の指定する事業者から電気通信設備

の製造業者が必要とする商品・サービスを購入させること（私的独占、

抱き合わせ販売等）（注７７）。 

（注７７）当該電気通信設備の製造業者の事業活動を困難にさせるお

それがないと認められる場合には不当な行為に該当しない。 

② 特許等を有する電気通信事業者が、電気通信設備を製造するために不

可欠な特許等について、電気通信設備の製造業者と締結しているライ

させ、競争事業者の電気通信役務市場への新規参入を阻止し、若しくはその事

業活動を困難にさせ、又は端末設備の価格競争を阻害するおそれを生じさせる

ことは、独占禁止法上問題となる（私的独占、抱き合わせ販売等、再販売価格

の拘束、拘束条件付取引等）。    

また、市場支配的な電気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、設備

メーカー又は端末設備の販売業者の業務について不当に規律し、又は干渉する

と認められる（注５７）ときには、電気通信事業法第３０条第３項第３号の禁

止行為に該当し、総務大臣による停止又は変更命令が発動される（同条第４

項）。また、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託

した子会社等が当該業務に関して同様の行為を行った場合には、当該電気通信

事業者に対し当該行為を停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命

令が発動される（同法第３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合

において、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信

事業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１

４条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

（注５７）（略） 

 

① 設備メーカーと電気通信設備を製造するために不可欠な特許等のライセ

ンス契約を締結するのに併せて、合理的な理由なく、自己又は自己の指定す

る事業者から設備メーカーが必要とする商品・サービスを購入させること。 

 

 

 

 

② 電気通信設備を製造するために不可欠な特許等について、設備メーカーと

締結しているライセンス契約又は共同開発契約において、自己の特許等の技
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センス契約又は共同開発契約において、自己の特許等の技術を利用す

る電気通信設備を競争事業者に販売する際には別契約により許諾を要

する旨の条件を付している場合に、電気通信設備の製造業者からの許

諾要請を認めず、又は許諾に係る手続を遅延させるなど実質的に許諾

請求を拒否していると認められる行為を行い、競争事業者に当該特許

等の技術を利用した電気通信設備を販売する時期等を制限することに

より、競争事業者又は電気通信設備の製造業者の新規参入を阻止し、又

はその事業活動を困難にさせること（私的独占、取引妨害等）。 

③ 市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が、電気通

信設備の製造業者に対して、自ら指定した電気通信設備のみを製造さ

せ、又は競争事業者の電気通信設備を製造させないことにより、競争事

業者の新規参入を阻止し、又はその事業活動を困難にさせること（私的

独占、拘束条件付取引等）。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業

者が、端末設備を調達する際に、端末設備の製造業者に対して、自

己又は自己のネットワークを利用する移動体電気通信事業者向け

の端末設備のみ製造することを条件とすること。 

    

イイイイ    電気通信設備の販売に関連する分野における行為電気通信設備の販売に関連する分野における行為電気通信設備の販売に関連する分野における行為電気通信設備の販売に関連する分野における行為    

市場において相対的に高いシェアを有する電気通信事業者が行う以下の

行為は、独占禁止法上問題となる。 

① 端末設備の販売業者に対して、正当な理由がないのに自ら定めた端末

設備の標準価格、参考価格等を遵守させること、又は販売業者が店頭、広

告等において表示する価格を拘束することにより端末設備の価格競争を

阻害するおそれを生じさせること（私的独占、再販売価格の拘束、拘束条

術を利用した電気通信設備を競争事業者に販売する際には別契約により許

諾を要する旨の条件を付している場合に、合理的な理由なく、設備メーカー

からの許諾要請を認めず、若しくは許諾に係る手続を遅延させるなど実質的

に許諾請求を拒否していると認められる行為を行い、競争事業者に当該特許

等の技術を利用した電気通信設備を販売する時期等を制限すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 端末設備（注５８）の販売業者に対して、自ら定めた端末設備の標準価格、

参考価格等を遵守させ、又は販売業者が店頭、広告等において表示する価格

を拘束すること。 

（注５８）端末設備とは、例えば、電話機（固定、移動体）、ファクシミリ機
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件付取引等）（注７８）。 

（注７８）電気通信事業法第２７条の３の規定に基づき端末設備の販売業

者に対して指導等を行うことと併せて、上記のような行為を行う

場合も、独占禁止法上問題となる。以下、②及び③において同じ。 

② 端末設備の販売業者に対して、自己の端末設備以外の端末設備を取り扱

わせず、自ら指定した端末設備のみを販売させ、又は自ら定めた販売地域

等を遵守させることにより、競争事業者の新規参入を阻止し、若しくはそ

の事業活動を困難にさせ、又は端末設備の価格競争を阻害するおそれを生

じさせること（私的独占、排他条件付取引等）。 

③ 端末設備の販売業者に対して、自己若しくは自己の指定する事業者の商

品・サービスを顧客に提供することを強制し（注７９）、又は他の事業者

の商品・サービスを顧客に提供することを禁止することにより、当該商品・

サービスを提供する他の事業者の事業活動を困難にさせること（私的独

占、拘束条件付取引等）（注８０）。 

（注７９）例えば、当該商品・サービスを提供しない場合に当該商品・サ

ービスの提供に連動しない販売奨励金等を不当に減額すること

等により実質的に強制していると認められる場合も含む。 

（注８０）当該商品・サービスを提供する他の事業者が代替的な提供方法

を容易に確保することができる場合には問題とならない。 

＜想定例＞ 

○ 市場において相対的に高いシェアを有する移動体電気通信事業者

が、端末設備の販売業者に対して、自己又は自己の関係事業者の電気

通信役務を顧客に提供することと併せて自己又は自己の指定する事

業者のコンテンツを顧客に提供することを強制し、他のコンテンツプ

ロバイダーのコンテンツを顧客に提供することを禁止すること。 

 

等をいう。 

 

 

 

④ 端末設備の販売業者に対して、他の電気通信事業者の端末設備を取り扱わ

せず、自ら指定した端末設備のみを販売させ、又は自ら定めた販売地域等を

遵守させること。 
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((((2222))))    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為 

市場支配的な電気通信事業者のうち、第一種指定電気通信設備を設置する電

気通信事業者が、以下の行為を行うことにより、設備メーカー又は端末設備の

販売業者の業務について不当に規律し、又は干渉すると認められる（注８１）

ときには、電気通信事業法第３０条第４項第３号の禁止行為に該当し、総務大

臣による停止又は変更命令が発動される（同条第５項）。また、第一種指定電

気通信設備を設置する電気通信事業者の業務を受託した子会社等が当該業務

に関して同様の行為を行った場合には、当該電気通信事業者に対し当該行為を

停止・変更させるために必要な措置を講ずべき旨の命令が発動される（同法第

３１条第４項）。さらに、これらの命令に違反した場合において、公共の利益

を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び同法第

１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１号及び

第１２６条第１項第３号）。 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者以外の電気通信事業者

が以下の行為を行う場合であっても、電気通信の健全な発達又は国民の利便の

確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令が発動される。（同法

第２９条第１項第１２号） 

（注８１）（略） 

① 設備メーカーと電気通信設備を製造するために不可欠な特許等のライセ

ンス契約を締結するのに併せて、合理的な理由なく、自己又は自己の指定す

る事業者から設備メーカーが必要とする商品・サービスを購入させること。 

② 電気通信設備を製造するために不可欠な特許等について、設備メーカーと

締結しているライセンス契約又は共同開発契約において、自己の特許等の技

術を利用した電気通信設備を競争事業者に販売する際には別契約により許

諾を要する旨の条件を付している場合に、合理的な理由なく、設備メーカー

からの許諾要請を認めず、若しくは許諾に係る手続を遅延させるなど実質的

 

（現行３柱書き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行３①～④） 
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に許諾請求を拒否していると認められる行為を行い、競争事業者に当該特許

等の技術を利用した電気通信設備を販売する時期等を制限すること。 

③ 端末設備（注８２）の販売業者に対して、自ら定めた端末設備の標準価格、

参考価格等を遵守させ、又は販売業者が店頭、広告等において表示する価格

を拘束すること。 

（注８２）端末設備とは、例えば、電話機（固定、移動体）、ファクシミリ機

等をいう。 

④ 端末設備の販売業者に対して、他の電気通信事業者の端末設備を取り扱わ

せず、自ら指定した端末設備のみを販売させ、又は自ら定めた販売地域等を

遵守させること。 

 

【再掲】【再掲】【再掲】【再掲】    市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等） 

（略） 

 

１１１１    制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要    

(1) 電気通信事業法においては、公正競争促進の措置として、市場支配的な電気

通信事業者をあらかじめ特定して一定の規制を通常の電気通信事業者とは非

対称的に課す非対称規制制度を整備している。 

具体的には、市場支配的な電気通信事業者に対して、次に掲げる行為をあら

かじめ禁止するとともに（同法第３０条第３項及び第４項）、これに違反する

行為に対しては、速やかに除去し得るよう行為の停止・変更命令制度が設けら

れている（同条第５項）。 

（市場支配的な電気通信事業者の禁止行為） 

① 電気通信事業法第３０条第１項の規定により総務大臣から指定を受けた

電気通信事業者の禁止行為 

 ア 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再掲】【再掲】【再掲】【再掲】    市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制（禁止行為等） 

（略） 

 

１１１１    制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要制度の趣旨及び概要    

(1) 電気通信事業法においては、公正競争促進の措置として、市場支配的な電気

通信事業者をあらかじめ特定して一定の規制を通常の電気通信事業者とは非

対称的に課す非対称規制制度を整備している。 

具体的には、市場支配的な電気通信事業者に対して、次に掲げる①から③ま

での行為をあらかじめ禁止するとともに（同法第３０条第３項）、これに違反

する行為に対しては、速やかに除去し得るよう行為の停止・変更命令制度が設

けられている（同法第３０条第４項）。 

（市場支配的な電気通信事業者の禁止行為） 
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イ 電気通信業務についての当該電気通信事業者の特定関係法人（注１）で

ある電気通信事業者であって総務大臣から指定を受けたものに対する不

当に優先的な取扱い・利益付与 

② 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の禁止行為 

 ア 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供 

イ 電気通信業務についての特定の電気通信事業者に対する不当に優先的

な取扱い・利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与 

ウ 他の電気通信事業者（注２）、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務

に対する不当な規律・干渉 

また、市場支配的な電気通信事業者は、内部相互補助の抑止・監視及び業務

運営の透明性確保の観点から、会計整理義務及び電気通信役務に関する収支状

況等の会計情報の公表義務が課されている（電気通信事業法第２４条第２号及

び第３号並びに第３０条第６項）。 

（注１）特定関係法人とは、電気通信事業法第１２条の２第４項第１号に定め

る特定関係法人をいう。 

（注２）コンテンツプロバイダーなど、電気通信事業法第１６４条第１項各号

に掲げる電気通信事業（いわゆる適用除外電気通信事業）を営むものを

含む。 

 

(2) 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、その第一種指定電気

通信設備のボトルネック性（他の電気通信事業者の事業展開にとっての不可欠

性、独占性）から、特に大きな市場支配力を有しており、それを背景とした反

競争的な行為を行った場合、電気通信事業者間の公正な競争及び電気通信の健

全な発達に及ぼす弊害は大きい。 

このため、電気通信事業法は、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者に対し、(1)②アからウまでの行為を禁止する他、 

 

 

 

 

① 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供。 

② 電気通信業務についての特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な

取扱い・利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与。 

③ 他の電気通信事業者（注１）、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務

に対する不当な規律・干渉。 

また、市場支配的な電気通信事業者は、内部相互補助の抑止・監視及び業務

運営の透明性確保の観点から、会計整理義務及び電気通信役務に関する収支状

況等の会計情報の公表義務が課されている（電気通信事業法第３０条第５項）。 

 

 

 

（注１）コンテンツプロバイダーなど、電気通信事業法第１６４条第１項各号

に掲げる電気通信事業（いわゆる適用除外電気通信事業）を営むものを

含む。 

 

(2) 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、その第一種指定電気

通信設備のボトルネック性（他の電気通信事業者の事業展開にとっての不可欠

性、独占性）から、特に大きな市場支配力を有しており、それを背景とした反

競争的な行為を行った場合、電気通信事業者間の公正な競争及び電気通信の健

全な発達に及ぼす弊害は大きい。 

このため、電気通信事業法は、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者に対し、(1)①から③までの行為を禁止する他、 
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① 特定の業務において、特定関係事業者（注３）に比べて他の電気通信事業

者に対し不利な取扱いを行うことを原則として禁止するとともに（注４）（同

法第３１条第２項）、 

② (1)②アからウまでの規制、及び①の規制の実効性を確保するため、電気

通信業務等を子会社等に委託する場合には、当該子会社等が、受託した業務

に関し、(1)②アからウまでの行為、及び①の行為を行わないように、当該

子会社等に対し、必要かつ適切な監督を行うことを義務付けている（同条第

３項）。（注５） 

（注３）～（注５）（略） 

（略） 

 

２２２２    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(1) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為（ウについては、第一種指定

電気通信設備を設置する電気通信事業者が行うものに限る。）は、電気通信事

業法上の禁止行為に該当し、このような行為を行った場合は、行為の停止・変

更命令が発動される（同法第３０条第５項）ほか、当該命令に違反した場合に

おいて、公共の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事

業の登録及び同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４

条第１項第１号及び第１２６条第１項第３号）。 

ア 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供（電気通信事業法第

３０条第３項第１号及び第４項第１号） 

○ 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た情報を、当該情報

の本来の利用目的を超えて社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供

するような行為（第１の３(2)エ①）。 

イ 電気通信業務についての特定の電気通信事業者（電気通信事業法第３０条

第１項の規定により総務大臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、

① 特定の業務において、特定関係事業者（注２）に比べて他の電気通信事業

者に対し不利な取扱いを行うことを原則として禁止するとともに（注３）（同

法第３１条第２項）、 

② (1)①から③までの規制、及び①の規制の実効性を確保するため、電気通

信業務等を子会社等に委託する場合には、当該子会社等が、受託した業務に

関し、(1)②アからウまでの行為、及び①の行為を行わないように、当該子

会社等に対し、必要かつ適切な監督を行うことを義務付けている（同条第３

項）。（注４） 

（注２）～（注４）（略） 

（略） 

 

２２２２    電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為電気通信事業法上問題となる行為    

(1) 市場支配的な電気通信事業者が行う以下の行為は、電気通信事業法上の禁止

行為に該当し、このような行為を行った場合は、行為の停止・変更命令が発動

される（同法第３０条第４項）ほか、当該命令に違反した場合において、公共

の利益を阻害すると認められるときは、同法第９条の電気通信事業の登録及び

同法第１１７条第１項の認定の取消事由となり得る（同法第１４条第１項第１

号及び第１２６条第１項第３号）。 

 

ア 接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用・提供（電気通信事業法第

３０条第３項第１号） 

○ 他の電気通信事業者との接続の業務に関して知り得た情報を、当該情報

の本来の利用目的を超えて社内の他部門又は自己の関係事業者等へ提供

するような行為（第１の３(2)エ①）。 

イ 電気通信業務についての特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な

取扱い・利益付与又は不当に不利な取扱い・不利益付与（電気通信事業法第
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当該電気通信事業者の特定関係法人であって総務大臣が指定するものに限

る。⑥において同じ。）に対する不当に優先的な取扱い・利益付与又は不当

に不利な取扱い・不利益付与（同条第３項第２号及び第４項第２号） 

（例） 

① （略） 

② 自己の関係事業者（電気通信事業法第３０条第１項の規定により総務大

臣から指定を受けた電気通信事業者にあっては、当該電気通信事業者の特

定関係法人であって総務大臣が指定するものに限る。③から⑤まで及び⑦

において同じ。）のネットワークを利用した通話のみについての割引サー

ビス等の設定（第３の３(1)イ(ｲ)①）。 

③～⑧ （略） 

（注６）（略） 

ウ 他の電気通信事業者、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する

不当な規律・干渉（電気通信事業法第３０条第４項第３号） 

（例） 

①～③ （略） 

(2) （略） 

(3) （略） 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為    

    

１１１１    第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制    

（略） 

 

(1)(1)(1)(1)    設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号

３０条第３項第２号） 

 

 

（例） 

① （略） 

② 自己の関係事業者のネットワークを利用した通話のみについての割引

サービス等の設定（第３の３(1)イ(ｲ)①）。 

 

 

 

③～⑧ （略） 

（注５）（略） 

ウ 他の電気通信事業者、電気通信設備の製造業者・販売業者の業務に対する

不当な規律・干渉（電気通信事業法第３０条第３項第３号） 

（例） 

①～③ （略） 

(2) （略） 

(3) （略） 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為競争を一層促進する観点から事業者が採ることが望ましい行為    

    

１１１１    第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対する非対称規制    

（略） 

 

(1)(1)(1)(1)    設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号設備部門の設置及び他の部門との間の隔絶（同規則第２２条の７第１号
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から第４号まで関係）から第４号まで関係）から第４号まで関係）から第４号まで関係）    

(例) 

① 設備部門の業務に従事する者（注１）が当該業務の用に供する室と、

その他の部門の業務に従事する者が当該業務の用に供する室とを、別フ

ロアーに配置する等により物理的に隔絶すること。 

（注１）設備部門の業務に従事する者の範囲は、第一種指定電気通信設

備を設置する電気通信事業者の事業所等において接続の業務に

関して他の電気通信事業者及びその利用者に関する情報を知り

得る者全てを対象とすることが適当である。 

② （略） 

 

(2)(2)(2)(2)～～～～(3)(3)(3)(3)    （略）（略）（略）（略）    

 

２２２２    （略）（略）（略）（略）    

 

 

ⅣⅣⅣⅣ    報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制    

    

第１第１第１第１    違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等    

独占禁止法においては、何人も同法の規定に違反する事実があると思料する

ときは、公正取引委員会にその事実を報告し、適当な措置を採るべきことを求

めることができる旨規定されている（独占禁止法第４５条）。 

公正取引委員会は、ＩＴ 関連分野及び公益事業分野における公正かつ自由

な競争を確保するため、同分野における独占禁止法違反について、効率的かつ

迅速に情報収集し、事件処理を行うこととしている。 

（以下略） 

から第４号まで関係）から第４号まで関係）から第４号まで関係）から第４号まで関係）    

(例) 

① 設備部門の業務に従事する者（注１）が当該業務の用に供する室と、

その他の部門の業務に従事する者が当該業務の用に供する室とを、別フ

ロアーに配置する等により物理的に隔絶すること。 

（注１）設備部門の業務に従事する者の範囲は、第一種指定電気通信設

備を設置する電気通信事業者の事業所等において接続の業務に

関して他の電気通信事業者及びその利用者に関する情報を知り

得る者すべてを対象とすることが適当である。 

② （略） 

 

(2)(2)(2)(2)～～～～(3)(3)(3)(3)    （略）（略）（略）（略）    

 

２２２２    （略）（略）（略）（略）    

 

 

ⅣⅣⅣⅣ    報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制報告・相談、意見申出等への対応体制    

        

第１第１第１第１    違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等違反行為の報告・相談、競争の促進に関する各種苦情・意見申出等    

独占禁止法においては、何人も同法の規定に違反する事実があると思料する

ときは、公正取引委員会にその事実を報告し、適当な措置を採るべきことを求

めることができる旨規定されている（独占禁止法第４５条）。 

公正取引委員会は、IT 関連分野及び公益事業分野における公正かつ自由な

競争を確保するため、同分野における独占禁止法違反について、効率的かつ迅

速に情報収集し、事件処理を行うこととしている。 

（以下略） 
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改 定 後 現   行 

 

第２第２第２第２    公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携    

独占禁止法と電気通信事業法の運用に当たっては、公正取引委員会及び総務

省は、同一の行為に対して独占禁止法と電気通信事業法が適用され得ることに

鑑み、両法の運用について最大限の整合を図り、両法の適用関係を巡る事業者

の無用の混乱や過大な負担を生じさせないようにする観点から、下記のような

連絡・情報交換を行うこととする。 

１～２ （略） 

 

３ 公正取引委員会及び総務省は、上記１及び２の連絡・情報交換のための窓口

を相互に設置することとする。 

 

表・別表１・別表２ （略） 

 

 

第２第２第２第２    公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携公正取引委員会と総務省の連携    

独占禁止法と電気通信事業法の運用に当たっては、公正取引委員会及び総務

省は、同一の行為に対して独占禁止法と電気通信事業法が適用され得ることに

かんがみ、両法の運用について最大限の整合を図り、両法の適用関係をめぐる

事業者の無用の混乱や過大な負担を生じさせないようにする観点から、下記の

ような連絡・情報交換を行うこととする。 

１～２ （略） 

 

３ 公正取引委員会及び総務省は、１及び２の連絡・情報交換のための窓口を相

互に設置することとする。 

 

表・別表１・別表２ （略） 

  

 


